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要  旨 

 

空港は，様々な施設や構造物で構成された巨大システムとして機能し，背後圏の経済活動を支えると共に，地震発生時には救急/

救命，緊急物資/人員輸送等の拠点機能を期待されている．一方で，地震に対する空港機能の安全目標が示されているものの，これ

を確認/照査する方法は未整備であり，また空港機能を維持するために必要とされる個別施設や構造物の耐震性能の目標値を把握す

る方法も未整備である．そこで，定量化された地震リスク情報を用いたリスクマネジメント手法が有効であるとの観点から，本報で

は，空港施設の現行の設計法，性能設計や信頼性設計の動向，リスク情報に基づく目標性能の評価など，構造物の安全性確保全般に

ついて調査した．また我国における地震リスク情報の利用実態について整理し，リスク指標を用いた要求性能の照査，ならびに個別

施設の耐震性能の評価について，その大略を示した．そして，リスク評価の精度や方法の統一化の必要性を論じた上で，空港施設を

対象とした地震リスクマネジメントのガイドラインを試案として作成した． 
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1．はじめに 

 

 空港は様々な種類の施設（それを構成する構造物を含

む．）及び設備の集合体である（以下，「空港総体」とい

う．）が, これら構造物は種類別に規定された設計（技

術）基準に従い設計（整備）がなされてきた. そのため

空港総体の安全性に関する要求性能（「復旧期限」を含

む．以下同じ．）という考え方は当初なかった.しかし, 

近年多発した大地震の影響を背景に，平成 19 年 4 月に

「地震に強い空港のあり方（地震に強い空港のあり方検

討委員会報告）(2007，国土交通省航空局)」（以下，「地

震に強いあり方」という．）が示され，その中で近年の

大地震時における空港活用実績等を踏まえ，緊急輸送の

拠点となる空港では，発災後極めて早期の段階において，

救急・救命活動等の拠点機能が求められた．また，発災

後 3 日以内には，緊急物資・人員等輸送受け入れ機能が

求められるとしている．特に航空上重要な空港にはこれ

らの機能に加え，発災後 3 日を目途に定期民間輸送機の

運航が可能となる機能が求められ，地震災害による経済

被害の半減を目指し，再開後の運航規模は，極力早期の

段階で通常時の 50％に相当する輸送能力を確保するこ

とが示されている．これら復旧期限と目標性能から成る

要求事項は，空港の役割や機能面から捉えた空港総体の

要求性能に他ならない．しかしながら，図-1 に示すよ

うに、その要求性能の照査は困難である．なお，空港総

体の要求性能は，既往の設計基準に従い空港群及び空港

間の航空ネットワークが慨成したため創出されたことに

留意する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 照査・確認方法の不明 

 

空港総体は，構成する施設及び設備の群が組織的に連

関し，大規模システムとして機能している．ところが，

施設及び設備（以下，「施設等」という．）の安全確保は，

これら施設等別に造られた設計基準・指針により，個々

の施設等に対して規定されるもので，空港総体そのもの

の機能性，安全性を照査することはできない． 

また，各種設計基準や指針等の安全確保の方法や要求

性能は統一されていないため，基準や指針の異なる施設

等の耐震性能を比較することが難しく，弱点となる施設

や設備の特定，対策の優先順位等を把握することができ

ない．空港のみならず，大規模システムとして機能して

いる社会基盤や生産施設に共通した課題である． 

 一方，我が国の空港は，拠点空港（会社管理空港，国

管理空港，特定地方管理空港），地方管理空港，共用管

理空港等運用形態は多様である．さらに，公共施設の運

営権を民間事業者に譲渡するコンセッション方式も導入

されつつある．また，空港機能を担う各施設は，国管理

空港であっても実態は自治体や民間企業の管理施設が混

在している状況にある．このように空港の運営形態や施

設の管理主体は多様であるため，防災/減災対策の事業

化においては，効果の確認や費用対効果が高いなど，科

学的根拠を前提とした一定の合理性と共に，関係者間で

の情報の共有化が求められている．大規模システムとし

ての空港機能の安全性評価，ならびに対策の事業化にお

ける合理性などへの要求に対し，地震リスクの定量化技

術を基本とした地震リスクマネジメントが有効であるこ

とを，これまでの研究「国土技術政策総合研究所資料

No.718(2013). No.756(2013), No.783(2014), No830(2015), 

同報告 No.55(2015)）において整理し，立証した．しか

しながら，社会インフラを対象とした地震リスク評価な

らびに地震リスクマネジメント手法は，必ずしも一般化

しているわけではない．そこで，リスク評価の精度や方

法の統一化，さらには地震リスクマネジメントの必要性

や有用性などへの共通の理解を深めるためにも，空港施

設を対象とした地震リスクマネジメントのガイドライン

の整備が必要である．また，空港関係者間でのリスク情

報の共有化，各空港のリスク情報を統合した航空ネット

ワークの健全性評価なども，今後の課題として視野に入

れる必要がある． 

 本稿では，①設計基準・指針の不統一の問題に言及し，

②性能設計と信頼性設計の動向，対策・復旧に関する意

思決定問題へのリスク情報の利用について整理する．③

我が国における地震リスク評価及びリスクマネジメント

の利用実態，④空港の運営形態や施設の管理主体の多様

性について掘り下げると共に，⑤地震リスク情報による

空港総体の安全性の評価/照査について提示する．そし

て⑥地震リスク情報の今後の利活用について整理し，⑦
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空港施設を対象とした地震リスク評価及び地震リスクマ

ネジメントの標準化を目標に，ガイドラインの試案を取

り纏める． 

 

2．空港総体としての安全性評価の問題 

 

2.1 耐震設計基準等に関する問題点 

 一般に構造物は，地震等の外乱あるいは劣化に対して

十分な安全性や機能性を持つことが必要とされ，その最

低基準が設計基準や指針等によって定められている．空

港の各種の施設等の設計基準や指針等は，建築物や空港

土木施設，港湾施設等，それぞれ出所が異なる．例えば，

建築構造物の場合，管制塔等については，「官庁施設の

総合耐震計画基準及び同解説(1996)」と「官庁施設の総

合耐震診断基準・改修基準及び同解説(1996)」に従い設

計され，旅客ターミナルや電源局舎，消防局舎及びその

他の貨物ビル等の民間所有ビルは建築基準法に基づき設

計されている．一方，土木構造物は，「空港土木施設耐

震設計要領及び設計例(2008)」等に従い，護岸や桟橋等

の港湾構造物については，「港湾の施設の技術上の基

準・同解説(2007)」に従い設計されている． 

空港を構成する主要な施設等とそれらの耐震設計基準

等を図-2に示す．また表-1には，空港を構成する施設

別に該当する基準や法規さらには管理者を分類したもの

を示す．このように空港を構成する施設等は多種多様な

設計基準に基づき設計されており，管理者も施設等によ

って様々である．設計指針や基準は，構造物の種類の数

だけあると言われており，想像以上に細分化されている．

この背景には，施設やそれを構成する構造物が多様化

し，また巨大化したことが，理由の一つとしてあるが，

それとともに専門とする分野が細分化し，その細分化さ

れた中で技術が研鑽されてきた経緯がある．このため，

空港総体として安全性について，積極的に議論されたこ

とはなく，仕組み上の弱点や優先的に対処すべき対策を

把握できない，という盲点をつくりあげてきた．また，

現行の設計基準の多くは，施設等の機能確保や早期復旧

を優先目標としていないため，「地震に強いあり方」に

おいて示された機能面での要求性能との整合が必ずしも

図れていない．つまり，地震発生時に，空港総体に求め

られる要求性能が満たされているか否かを明示的に確認

する方法はなく，さらに機能上障害となる，いわゆるボ

トルネックとなる施設の特定やその影響の度合いを把握

できない．これらは，早急に対処しなければならない重

要な課題である． 

 

2.2 設計外力に関する問題点 

 平成 7 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震を契機

に，各種構造物の耐震性能の照査は，構造物の重要度や

要求性能に応じてレベル 1地震動とレベル 2 地震動を想

定した二段階の設計が行われるようになってきた．しか

しながら，レベル 1 地震動及びレベル 2地震動の一連の

定義は表-2 に示すように必ずしも明確ではない．例え

ば，建築物については，建築耐震設計における保有耐力

と変形性能(1990)によれば，レベル 1 地震動は「設計対

象構造物が，その敷地でその耐用年数中に経験する可能

性が高い地震動」，レベル 2 地震動は「当該敷地の過去

の最強地震動や将来予想される最強地震動」とされてい

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 空港を構成する主要な施設等とそれらの耐震設計基準等 

管制塔／国
（官庁施設の
総合耐震
計画基準等）

アクセス道路／
地方公共団体等
（道路橋示方書）

旅客ターミナルビル／民間
（建築基準法）

液状化
（建築基準法）

液状化
（建築基準法） 護岸／国

（港湾の施設の
技術上の基準）

エレベーター

バゲージハンドリングシステム

ﾊﾟｯｾﾝｼﾞｬｰ
ﾎﾞｰﾃﾞｨﾝｸﾞ
ﾌﾞﾘｯｼﾞ

滑走路・エプロン／国
（空港土木施設設置基準）

（建築設備
耐震設計・
施工指針）

可燃物貯蔵
施設／民間
（消防法）

液状化／国
（港湾の施設の技術上の基準）

液状化
（消防法）

液状化
（道路橋示方書）
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また，道路橋示方書・同解説(2012)においては，レベ

ル 1 地震動は「橋の供用期間中に発生する確率が高い地

震動」，レベル 2 は「供用期間中に発生する確率は低い

が大きな強度を持つ地震動（タイプⅠ：プレート境界型

の大規模な地震，タイプⅡ：内陸直下型地震）」とされ

ている．土木学会の第三次提言では，レベル 1地震動は

表-1 空港を構成する主要な施設等とそれらの耐震設計基準と主な管理者 

耐震設計基準等 管理者

建屋
官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説、官庁施設の総合

耐震診断・改修基準及び同解説

設備 同上

液状化判定 建築基準法

建屋 建築基準法

設備 建築設備耐震設計・施工指針

液状化判定 建築基準法

建屋 建築基準法

設備 建築設備耐震設計・施工指針

液状化判定 建築基準法

建屋

官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説、官庁施設の総合

耐震診断・改修基準及び同解説（国管理空港の場合）、建築基

準法（地方管理空港の場合）

設備 同上

液状化判定
官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説、官庁施設の総合

耐震診断・改修基準及び同解説

構造物
空港土木施設設置基準
空港土木施設耐震設計要領及び設計例

液状化判定 港湾の施設の技術上の基準・同解説

構造物 空港土木施設耐震設計要領及び設計例

液状化判定 港湾の施設の技術上の基準・同解説

構造物 空港土木施設耐震設計要領及び設計例

液状化判定 港湾の施設の技術上の基準・同解説

構造物 消防法（可燃物貯蔵施設）

液状化判定 同上

道路橋 道路橋示方書・同解説

液状化判定 道路橋示方書・同解説

鉄道橋 鉄道構造物等設計標準・同解説

液状化判定 道路橋示方書・同解説

トンネル トンネル標準示方書

液状化判定 道路橋示方書・同解説

電源管理施設（電源局舎）、消防所（消防局舎） 国、地方

構造物

管制塔 国

旅客ターミナル 民間

場面管理棟 国、地方

滑走路、過走帯、着陸帯、滑走路端安全区域、誘導路、誘導路帯、

エプロン、GSE通行帯、道路・駐車場、排水施設、共同溝、消防水

利施設、場周柵、ブラストフェンス、侵入灯橋梁

国、地方

護岸 国、地方

桟橋 国、地方、民間

航空燃料の給油タンク（可燃物貯蔵施設） 民間

アクセス

国、地方

民間

国、地方

 

 

表-2 レベル 1地震動及びレベル 2地震動に関する定義の例 

基準・指針等 レベル1地震動 レベル2地震動

建築耐震設計における保有耐力と
変形性能（1990）

設計対象構造物が，その敷地でその耐用年数中
に経験する可能性が高い地震動

当該敷地の過去の最強地震動や将来予想される
最強地震動

道路橋示方書・同解説（2012） 橋の供用期間中に発生する確率が高い地震動
供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度を
持つ地震動（タイプⅠ：プレート境界型の大規模な
地震，タイプⅡ：内陸直下型地震）

土木学会 第三次提言（2000）
地震動の再現期間と当該施設の設計供用期間と
の関係から，当該施設の設計供用期間中に発生す
る可能性が高いもの

現在から将来にわたって当該地点で考えられる最
大級の強さをもつ地震動

港湾の施設の技術上の基準・同解
説（2007）

再現期間75年の一様ハザードスペクトルとすること
を標準とする

想定地震によりもたらされる地震動の最大振幅，周
期，継続時間，構造物に与える影響の大きさ等を
考慮して，レベル2地震動を設定するための地震を
選定する．なお，想定地震の選定に当たっては，国
の機関における調査結果，又は地域防災計画等を
踏まえて総合的に判断する．

空港土木施設の耐震設計指針
（案）（2000）

空港施設全体の設計供用期間中に1～2度発生す
る確率を有する地震動で，再現期間は概ね75年と
する

空港土木施設の設計供用期間中に発生する確率
は低いが，大きな強度を有する地震動で，プレート
内あるいは陸域近傍のプレート境界で発生するい
わゆる再現期間が数100年以上の地震動．なお，
地域防災計画で定められた想定地震がある場合に
はこれを参考として設定する
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「地震動の再現期間と当該施設の設計供用期間との関係

から，当該施設の設計供用期間中に発生する可能性が高

いもの」となり，レベル 2 地震動は「現在から将来にわ

たって当該地点で考えられる最大級の強さをもつ地震

動」と表現され，共に再現期間での表記はなされていな

い． 

港湾の施設の技術上の基準・同解説(2007)では，レベ

ル 1 地震動は「再現期間 75 年の一様ハザードスペクト

ルとすることを標準とする」とあるが，レベル 2 地震動

については土木学会の第三次提言と，定義が整合的であ

る．また，それぞれのレベルにおいて，時刻歴波形を設

定するよう求めており，この点が，他の基準や指針と異

なる特徴である． 

 一方，これまで空港施設の耐震設計に用いられてきた

実績の多い空港土木施設の耐震設計指針（案）(2000)で

は，レベル 1 地震動は「空港施設全体の設計供用期間中

に 1～2 度発生する確率を有する地震動で，再現期間は

概ね 75 年とする」，レベル 2地震動は「空港土木施設の

設計供用期間中に発生する確率は低いが，大きな強度を

有する地震動で，プレート内あるいは陸域近傍のプレー

ト境界で発生するいわゆる再現期間が数 100 年以上の地

震動．なお，地域防災計画で定められた想定地震がある

場合にはこれを参考として設定する」とあり，ある程度

具体的ではあるものの，再現期間等の（リスク評価に不

可欠な）発生頻度の明記はなく，また設計者の裁量に委

ねられる部分もあり，解釈によっては差異が生じ得る懸

念がある．このように，多様な設計基準，設計者の解釈

の違いにより，設計外力は施設毎に隔たりがあると言え

る．また，地震記録の更新や新たな知見の導入など，設

計時期によっても外力に隔たりが生じる． 

 

2.3 安全余裕に関する問題点 

 設計地震動や予測される地震動の推計誤差，設計に必

要な各種物性値と実際の物性値との差，解析手法による

誤差，施工性の良否など，設計段階で様々な不確実性が

存在する．この不確実性は，構造物のタイプや種類，設

計のレベルによって異なることから，各種の設計基準や

指針では，不確実性の違いを見込んだ上で，それぞれ安

全余裕を持たせるように規定しているものと考えられる．

また，施設が損傷した際の人命への影響，復旧難易度，

間接的な影響など，影響の重篤性を加味した安全余裕が

付与されるケースもある．そして，これら不確実性や影

響の曖昧さゆえ，各種設計基準・指針にその安全余裕の

根拠を示すことに困難が伴う． 

 一方，営利を目的としたオフィスビルや商用ビルなど

は，経済設計と称し，照査の基準に対してぎりぎりの設

計をする場合がある．逆に，安全性への配慮から，かな

り余裕を持たせた設計をする場合もある．これは施工主

や設計者の裁量によるものである． 

 平成 12 年 4 月 1 日に施行された「住宅の品質確保の

促進等に関する法律」および国土交通省が定める「耐震

診断による耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）の評価指

針」の中では，3 段階の耐震性能（耐震等級）が規定さ

れている．耐震等級については，建築基準法レベルの強

さを持つ建物が等級 1，建築基準法の 1.25倍の強さを持

つ建物が等級 2，建築基準法の 1.5 倍の強さを持つ建物

が等級 3 となる．また，耐震等級に対して，地震保険料

の割引が行われている．等級 1 の場合は 10％，等級 2

の場合は 30％，等級 3 の場合 50％が割引される（損害

保険料率算出機構(2015)）．このように施主の希望によ

り耐震性能が設定される場合もあり，この点からも構造

物の安全余裕は様々となる． 

 

2.4 ユーロコード，ISO2394による統一規格 

 ユーロ圏の経済統合と並行して，建築，土木を問わず，

構造物の設計/施工に関する統一的な規格（ユーロコー

ド ; Eurocodes）が欧州標準化委員会（CEN ; Comité 

Européen de Normalisation）にて検討された．この規格は，

構造物に共通する基本的な要求事項については統一的に

定め，構造物の種類や特性に依存するような事柄は個別

の技術基準を設ける，といった考え方である．この共通

する基本的な要求事項については，欧州標準化委員会と

国際標準化機構（ ISO ; International Organization for 

Standardization）が 1997 年に発行された ISO2394「構造

物の信頼性に関する一般原則」(1998，Third Edition)に

おいて定められている．具体的には，「建造物は建設中

および使用中に作用する荷重作用に対して，次のいずれ

の限界状態にもならないように設計し，施工しなければ

ならない」というもので，限界状態としては，例えば，

①構造物の全部あるいは一部の崩壊，②許容できない量

の変位，等である．また，安全照査の方法として「限界

状態に至ることが許容される確率以下であること」と謳

っており，いわゆる信頼性設計を支持している．限界状

態や確率による照査は，後述する性能規定型設計や「建

築学会：建築物の限界状態設計指針(2002)」等の基礎と

なっている． 

また，ISO2394は 2015年に改訂版(Fourth Edition)が公

開され，持続可能性（Sustainability），リスク情報による

意思決定（Risk-Informed Decision Making），頑強性

（Robustness）等が追記された．特に，数値化したリス
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クの概念の定義, リスクに基づく意思決定行為そのもの

が，構造物の安全性や信頼性に関する規制や標準化に際

し，根幹的・基本的な考えとして，明確に規格化されて

いる． 

 このような，統一規格の背景には，設計や施工面での

自由度を増すことによって，建設技術や材料の国際流通

を促進し，生産性の効率化を図る狙いがある．また，構

造物の安全性に関するプロセスを透明化し，安全に対す

る共通の認識と，技術に対する信頼性を醸成することも，

目的の一つになっている．設計理念の特徴をまとめると，

構造物の細部にわたる仕様を規定する仕様設計から，構

造物に要求される性能のみを規定する性能設計

（Performance Based Design）への移行を明確にしたこと，

また，要求性能を満たしているか否かの照査では，確率

論を基本とした信頼性設計の考え方を全面的に取り入れ

たことを挙げることができる． 

 一方，米国の動きとしては，カリフォルニア構造技術

者協会が 1995 年に発表した Vision2000（性能に基づい

た建築物の耐震工学）(1995)において，欧州と同様に性

能規定型の設計手法が取りまとめられ，これが米国の統

一の耐震規定として採用されている． 

 また，ユーロコードは EU 域外にも積極的に展開し，

この手法をそのまま受け入れる国，自国の基準をユーロ

コードに準拠させる国等，国によって違いはあるものの，

性能規定，これを照査する信頼性設計の道筋はほぼ固ま

ったといえる． 

 我が国の動きとしては，国土交通省が発行した土木・

建築にかかる設計の基本(2002)において，統一規格とし

ての性能規定型の設計手法の基本的な考え方を策定した．

これに準拠する形で，土木，建築施設，その他の施設に

ついても設計手法の方向転換が期待されたが，進んでい

る分野もあれば，従来の設計の域にとどまっている分野

も一部あり，足並みは必ずしもそろっていない状況にあ

る． 

 

3．信頼性設計と地震リスク評価 

 

3.1 性能設計と信頼性設計 

 山本(2002)は，性能設計と信頼性設計について，導入

当初において若干の混乱が見られると指摘のうえ，図-3

のように整理した． 

耐震設計における性能規定は，構造物に定められる耐

震性能レベルを具体的な要求性能として明示し，これを

照査することを規定した設計法である． 

 

性能設計

定量的な要求性能を達成

信頼性設計

確率的性能制御
確定的性能制御

 

 

図-3 性能設計と信頼性設計（山本(2002)より） 

 

照査に用いる地震動レベルはその発生頻度（再現期

間）に応じて，変わることになり，これをマトリクスの

形式で示した例が，表-3 に示す性能マトリスクである．

性能マトリクスに示される耐震性能レベル（要求性能）

は，構造物の限界状態（修復限界，終局限界等）とリン

クしており，被害の様相を実感した照査が可能となる．

例えば，「使用可能（修復限界）」は軽微な被害に相当し，

若干の修理を行えば使用できるような状態である．「人

命安全（終局限界）」は大破被害に相当し，被害はあっ

ても人命には影響しない程度の被害を意味する．一方の

地震動レベルは，「2.2 設計外力に関する問題点」で示

した，空港土木施設に関するレベル 1 地震動及びレベル

2 地震動と関係付けることができる．レベル 1 地震動は

再現期間 72 年にほぼ相当するものの，レベル 2 地震動

については再現期間と整合していない． 

 

表-3 Vision 2000の性能マトリクス（本城(2001)より） 

完全使用可能 使用可能 人命安全 近崩壊

頻繁
（43年）

時々
（72年）

稀
（475年）

極稀
（970年）

耐震性能レベル（要求性能）

地
震

動
レ

ベ
ル

（
再

現
期

間
）

●

●

●

●

■

■★

許容されない

■★

 

 

 信頼性設計では，各限界状態を超える可能性を確率で

表現し，これらに閾値を設け要求性能が満たされている

か否かの照査を行う．具体的には「建築学会：建築物の

限界状態設計指針(2002)」に詳記されている．図-4は

同文献から抜粋した信頼性設計の手順である．図より，

計算された建築物の破壊確率 Pfが目標破壊確率 Pfa以下

であることが要求される．一方，確率を厳密に計算する

ことが困難な場合には，より簡便な信頼性指標 βを用い
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ることができる． 

STRAT

限界状態の設定

目標破壊確率Pfa

または
目標信頼性指標

β rの設定

設計案の作成

基本変数, 限界状態関数
g(X1,X2,…,Xn）の設定

信頼性解析
Pfまたはβ の算定

検定
Pf≦Pfaまたはβ≦βr

END
 

図-4 確率に基づく設計手順 

（建築物の限界状態設計指針(2002)より） 

 

3.2 コードキャリブレーションによる目標破壊確率 

星谷ら(1986)は，米国を中心とした設計示方書（試案

等を含む）に対する目標破壊確率 Pfaと目標信頼性指標

βaを表-4のように，また，ノルウェーの建築構造物設

計示方書の目標破壊確率と目標信頼性指標を表-5のよ

うに調査してまとめている．表-4は各国の既往の設計

示方書/指針（許容応力度法を含む．）によって設計され

た構造部の破壊確率を計算し，集計したもので，これを

コードキャリブレーションと呼ぶ． 

つまり，信頼性設計導入以前のものも含め既往の基準

/指針に則って設計された構造物は，歴史的経緯からみ

て社会的に十分許容されており，当時の設計技術の限界

も考慮のうえ，経済性と安全性のバランスが均衡してい

るはずである．このため，コードキャリブレーションに

よる破壊確率を目標破壊確率とすることは，信頼性設計

の性能（確率的性能規定）として社会的にも受入れ易い，

との考え方である． 

そして，表-4より，目標破壊確率は，一般構造物

（建物，道路橋等）では 2.27×10－2～2.23×10－4程度で

あることが分かるとしている．ただし，構造物の供用期

間を 50年としその間の目標破壊確率であること，破壊

確率の評価は作用/耐力等を対数正規分布と仮定してい

ること，などに注意する．表中の原子力の「？」は凡例

にないが, 原子力保安対策に基づく非公開のためと推察

される．一方の表-5はノルウェーの建築物に対する目 

 

表-4 米国を中心とした設計示方書に対する許容確率 Pfaと許容信頼性指標 βa （星谷ら(1986)より） 

Pf or Pfa

構造物設計荷重
（ANSI-A58）

鋼構造物（AISC
-LRFD示方書）

コンクリート構造物

道路橋

原
子
力

L, S, W, Eはそれぞれの積載荷重，雪荷重，風荷重，地震荷重の組合せ荷重を表す．
また，●印は許容値を表し，破線はキャリブレーションによる値である．
図中の値は耐用期間を考慮した値である（一般には50年）．

鋼製固定式プラットホーム
（デンマークDOR）

海
洋
構
造
物

一
般
構
造
物

（
米
国

）

構造物
の種類

β  or β a

鋼構造物（カナダ）
（CSA S16.1-1974）

鋼構造物（日本）（建築
学会LRFD指針（原案））

コンクリート製原子炉
格納容器（米国試案）

鋼製はり受け型プラット
ホーム（メキシコ湾）

鋼製はり受け型プラット
ホーム（アラスカ）

固定式プラットホーム
（米国API）

1 2 3 4 5

10-1 10-2 10-3 10-4 10-5 10-6 10-7 10-8

●

W, E

●L, S

●

E

●

W

●

L, S

●

E

●

L, S, W

● ● ●

●

●

?
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標破壊確率であり，破壊モードとそれによる結果の重大

さのマトリクス形式になっているところが特徴である．

表の中央値（破壊モードⅡ・破壊の結果重大）などによ

り，米国に比べ全体的に安全側に表れている． 

コードキャリブレーションの評価結果を将来にわたっ

て蓄積し，総体の要求性能へフィードバックすることが

望ましい．また，議論を経て，総体の要求性能を下方修

正することもあり得るものと考える. 

 

表-5 ノルウェーの建築構造物設計示方書の許容確率 

Pfaと許容信頼性指標 βa（星谷ら(1986)より） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Pfa=10
-3

Pfa=10
-4

Pfa=10
-5

(β a=3.09) (β a=3.71) (β a=4.26)

Pfa=10-4 Pfa=10-5 Pfa=10-6

(β a=3.71) (β a=4.26) (β a=4.75)

Pfa=10-5 Pfa=10-6 Pfa=10-7

(β a=4.26) (β a=4.75) (β a=5.20)

Ⅰ：ひずみ硬化により耐力を保つ破壊モード，Ⅱ：耐力を保たない破壊モード
Ⅲ：ぜい性破壊および不安定

破壊の結果（重大さ）
破壊モード

重大でない

重大

大変に重大

 

 

3.3 リスクを用いた目標破壊確率 

軽微，あるいは大破など，構造物の被害状況が明示さ

れると，修復費用や修復にかかる日数などを設定するこ 

とができる．さらに，被害によって生じる間接的な損失

なども推測できる．これら被害の結果の重大性を C

（Consequence）と置き，軽微や大破などの被害の発生

確率を P と置くと，リスクは Risk = P×C，いわゆる損

失額の期待値として定量化される．この表記は，被害の

可能性（発生頻度）が高く，結果の影響が重大なほどリ

スクは大きいと解釈できる．  

 JCSS (Joint Committee on Structural Safety) (2008), Risk 

Assessment in Engineering ならびに同文献を広く引用し

ている ISO2394(2015)は，リスク情報（大小）に基づき

限界状態別の目標破壊確率を提案しており，信頼性理論

を踏まえたリスク評価を設計段階から取り入れることを

推奨している．以下，その概要を示す． 

 構造物の初期コスト，あるいは耐震対策に要する費用

について，地震による損失期待値を総和した期待総費用

をリスク情報に使い，構造物の耐震グレードや対策の意

思決定に用いる方法がある．これを概念的に示したもの

を図-5 に示す．図の縦軸は損失期待値を含めた期待総

費用（リスク情報），横軸は耐震グレード，あるいは耐

震対策に対応した, 限界状態別の発現確率である．図の

PACC（受容破壊確率）は，前述のコードキャリブレーシ

ョンによる許容される破壊確率や受容できる人命喪失確

率などで，社会的に受容できる最低限の破壊確率を示し

ている．最適な耐震グレード，あるいは耐震対策は，

PACC 以下の確率で，かつ期待総費用が最小となる点と

して求められる． 

 一方，JCSS(2008)では，暫定値ではあるものの，経済

的な観点から限界状態毎の目標破壊確率と同信頼性指標

を表-6 のように示している．これらの評価方法は，基

本的には費用便益分析の考え方に則っており，特に，構

造物が破壊した際の人命への支払意思額（Willingness to 

Pay）や，その人命を救うのに要する付加的な対策の費

用などを考慮し，評価される．支払意思額の評価には

GDP，平均寿命，余暇時間などから求められる生活の質

指標（LQI ; Life Quality Index）が用いられている．この

ように限界状態の発現が照査される． 

 ISO2394(2015)には LQI から求められる人命の価値が

国毎に示されている．各国の価値は購買力平価（PPP ; 

Purchasing Power Parity）によって相互比較でき，我が国

では円換算で概ね 1.5 億円～2.0 億円となる．この値が，

我が国の国情に適応しているかは議論の余地はあるが，

一方で金銭対価への換算を可能にするリスク情報は，耐

震グレードや既存施設の耐震対策の判断に用いられる有

効な指標として，認知と共に冷静な議論が求められる．

また，土木学会  技術推進機構  ISO 対応特別委員会

(2015)では， ISO2394(2015)の我が国への影響として，

「構造物の性能確保において，リスク概念を取り入れた

考え方や方法などを設計段階において考慮することが重

要になる」と述べている． 

10-1 10-2 10-3 10-4 10-5

期待総費用

PACC

最適値

破壊確率P
 

図-5 期待総費用と受容破壊確率 PACCの概念図 

 

表-6 経済的な観点から評価された年間当りの目標破壊 

確率 Pfaと目標信頼性指標 βa（JCSS(2008)より） 

Class2 Class3 Class4

Pｆａ=10
-3

Pｆａ=5×10
-4

Pｆａ=10
-4

(β a=3.1) (β a=3.3) (β a=3.7)

Pｆａ=10
-4

Pｆａ=10
-5

Pｆａ=5×10
-6

(β a=3.7) (β a=4.2) (β a=4.4)

Pｆａ=10-5 Pｆａ=5×10-6 Pｆａ=10-6

(β a=4.2) (β a=4.4) (β a=4.7)

Class2: Smaller buildings and industrial facilities, Major wind turbine, etc
Class3: Most residential buildings, Typical bridges and tunnels, etc
Class4: High-rise buildings, Grandstands, Major bridges and tunnels, etc

Relative cost of
safety measure

Consequences of failure

Large

Medium

Small
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4．我が国の地震リスク評価，リスクマネジメント

の現況 

 

4.1 建築資産の地震リスク診断 

 不動産投資に係る諸法（不動産特定共同事業法 1995

年，資産の流動化に関する法律 2000 年，投資信託法の

改正 2000 年）の整備を受け，2000 年頃より不動産の証

券化が急速に普及した．証券化では，投資対象としての

妥当性を投資家に説明するため，不動産の状況，法的な

問題，経済的な問題などの調査（Due Delligence）が必

要になる．不動産の状況調査は，エンジニアリングレポ

ート（以下 ER）と呼ばれ，技術者が主体的に行う調査

になる．ロングライフビル推進協会,日本ビルチング協

会連合会(2011)は ER のガイドラインを公開しており，

その中に地震リスクを診断する項目を設けている．これ

は，建物の価値が地震によってどの程度毀損するかを金

銭価値として示すもので，これを予想最大損失（PML ; 

Probable Maximum Loss）と呼び，不動産証券化のみな

らず，売買や融資の判断など広く利用されている．

PML は，構造信頼性理論に基づいた確率論的手法によ

り評価され，建物の構造体のみならず，空調や衛生，電

気設備，さらに内外装など，建物総体の損失額を示して

いる．PML が受け入れられた背景には，建物総体とし

ての耐震性能の評価と，建物価値の毀損を直接把握でき

る利便性にあったと考えられる．一方，PML 値に法規

制や基準値などは存在しないが，一般的には PML 値

15%（建物価値の 15%）を閾値と見ている．この値を超

えると不動産を原資とした証券の格付低下に繋がるのが

主な理由である．このため，閾値を超える建物への融資

や証券化を行う場合には，構造体の耐震化，設備機器の

更新，地震保険付保など，PML を下げる対策を実施し

なければならない．これは投資家の意思を反映した耐震

面での要求性能に他ならない．非専門家であっても，便

利な仕組みや利用性の高い情報を提供すれば市場は適切

に対応する好例と言える． 

 一方，地震リスク情報の利活用として，「業務継続の

ための官庁施設の機能確保に関する指針(2008)」では，

官庁施設の地震時復旧期間の定量的評価方法が示され，

併せて対策の優先順位の確定方法などが記されている．

また，坂本(2007)や中村ら(2009)は，建物に要求される

機能を取上げ，その機能の復旧曲線を確率論的に評価す

る方法を提案している．このように，地震リスク評価は

建築物を対象に利活用が進んでおり，一定の支持を得て

いる． 

 

4.2 地震保険と地震リスク評価 

 1996 年の保険業法の改正に伴い，保険会社は本格的

な自由競争時代に入った．その一環として 1998 年 7 月

には保険料の料率が自由化された．このため損害保険各

社は，生産施設や建築資産等，コマーシャルベースの顧

客資産の地震リスクを精緻に評価し，料率に反映するよ

うになった．主なリスク情報は，再現期間 475 年（向こ

う 50 年で超過確率 10%）相当の地震による物的損害額,

あるいは首都直下地震や東海地震等の切迫性の高い地震

による物的損害額などである．また，リスクカーブを積

分して求める年損失期待値（ ALE ; Annual Loss 

Expectancy）も保険料率に直結する値として使われてい

る． 

一方，保険の自由化が先行している米国では，

Steinbrugge (1982)により支払保険金に関するリスク情報

として PML を定義している．この定義は「再現期間

475 年の地震による物的損害額の 90%非超過損失」とな

り，前述した不動産証券化の PML の源流となっている．

また地震リスクの評価方法においては，FEMA（Federal 

Emergency Management Agency）(1985)が取りまとめた諸

施設の地震被害統計により定量化のベースが整備された．

この方法は実被害のデータを統計的に分析し，損害額と

地震動の関数を導き，これを使いリスクを求める方法で

あり，作用地震動を与えれば損害額を直接求めることが

できる便利な被害関数（Damage Function）として広く

普及した． 

ところが，これらの関数は統計的に求めるため，広く

一般の被災者の生活の安定を目的とし, 政府がその大半

を再保険でカバーする地震保険法（昭和 41 年法律第 73

号）のような地震保険制度には有用であるが, コマーシ

ャルベースの施設や特定の建物，といった施設固有の耐

震性能を反映したリスク評価が求められる場合には適用

に支障が生じる．また，新たに造られた構造形式の建物，

大地震を経験したことのない特殊な施設のリスクも求め

られないことになる． 

 上記の方法と並行して，信頼性設計をベースとした確

率論的リスク評価手法が，特に学術分野において整備さ

れた．この方法は建物や各種構造物の耐震性能を解析的

に評価し，これに一定のバラツキを考慮した Fragility 

Curve を求め，被害が発生する確率を求める方法である．

確率の評価方法は Vision2000(1995)， ISO2394(1998，

2015)，建築学会(2002)「建築物の限界状態設計指針」，

日本港湾協会(2007)「港湾の施設の技術上の基準・同解

説」等に記されており，Fragility Curve については，

FEMA(1999), 中村ら(1998), Shinozuka (1999)によって，
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統計的裏付けに基づいた評価手法が提案されている． 

 地震保険に関する地震リスク評価は，多数の保険資産

全体（数千～数万件）としての，いわゆる保険ポートフ

ォリオの損害額の評価においては被害関数（Damage 

Function）による方法が使われているものの，個別資産

や生産工場，特殊な施設については，科学的根拠が明確

な Fragility Curve による方法が主流となっている．不動

産証券化の PML 評価についても Fragility Curve による

方法がロングライフビル推進協会（2011）により推奨さ

れている． 

 

4.3 産業施設の地震リスクマネジメント 

 生産工場を対象とした地震リスク評価は，原子力関連

施設を対象とした安全性評価技術（PRA）を基本に，篠

塚研究所(1995)や Mizutani(1997)によって考え方が示さ

れ，星谷ら(2002)によって事例を含めた具体的な方法が

整備された．その後，物的損害額の評価を中心に，石油

精製，石油化学，電子機器，家電製品工場などの地震リ

スクマネジメントが実務として行われ，効率的な地震対

策の判断に有用されている． 

 一方，事業継続ガイドラインが内閣府(2007)から公開

されたのを機に，我が国においても事業継続計画

（BCP ; Business Continuity Plan）を策定する企業が増加

した．ところが，工場，あるいは企業総体としての事業

停止期間は何日になるのか．対策によってどの程度短縮

されるのか，このような切実な要望に対して，英国規格

協会（BSI）の BS25999(2006)，内閣府 (2007)， ISO 

22301(2012)等に具体的な評価方法の記述はない．つま

り，概念としての復旧曲線は記されているものの，復旧

期間や復旧曲線の定量化については記されていない．一

方で，中村(2007)，Shizuma et.al(2009)は，復旧曲線の定

量評価が BCP 策定に有用であることを示すと共に，目

標復旧時間（RTO : Rcovery Time Objective）を満たす効

率的な対策の抽出を地震リスクマネジメントの枠組みの

中に取り入れた．その他の研究事例として，静間ら

(2011)は高速道路を対象に，土居ら(2013)は水力発電施

設を対象に，復旧曲線を定量化すると共に，効率的な対

策を提示している． 

 BCP 策定という社会的要請において，定量化された

復旧曲線は必要不可欠なリスク情報として，産業施設を

対象にその利用性が高まっている．特に，地震に対する

工場の目標性能として，RTO を提示する生産工場が増

加している．これは効率的な対策事業を実現する地震リ

スクマネジメントを一般化する上で，要求性能の明確化

と合意形成など，その環境が整いつつあることを示唆し

ている． 

 

5．運営形態や施設の管理主体等の多様性の問題と

情報共有 

 

5.1 異なる管理主体等に求められる情報共有 

 空港の種類と運用形態を表-7 に示すが，この他に，

コンセッション方式による運用形態もある．コンセッシ

ョン方式は，土地や土木施設の所有権を国に残したまま，

一定期間（30～50 年程度）の施設の運営，維持及び整

備等を民間企業に任せる仕組みである．仙台空港特定運

営事業等公共施設等運営権実施契約書（案）(平成 26 年

6 月，国土交通省航空局)では，国所有施設（主に土木

施設）を対象に保険（うち地震特約 10 億円）の加入を

求めると共に，保険カバーを超える損失が発生した場合

は，国が負担する旨が記されている．コンセッション方

式は，その管理・運用は運営権者の裁量に帰するものと

考えられるが，地震損失については国と運営権者の責任

の範囲が区分されて存在することになる． 

 

表-7 空港の種類と運用形態 

（地域経済ラボラトリのホームページ(2015)より） 

空港の定義と運用形態

国際航空輸送網または国内航空輸送網の拠点となる空

港のうち、会社が管理する空港（空港法4条1項）

国が指定した会社が設置・運営を行っている。

国際航空輸送網または国内航空輸送網の拠点となる空

港のうち、国が管理する空港（空港法4条1項）

国が設置・運営を行っている。

国際航空輸送網または国内航空輸送網の拠点となる空

港のうち、地方が管理する空港（空港法4条1項）

国が設置を行ったが、地方公共団体が運営を行っている。

国際航空輸送網または国内航空輸送網を形成する上で

重要な役割を果たす空港（空港法5条1項）

地方公共団体が設置・運営を行っている。

空港法附則2条1項に規定する空港

自衛隊が設置・運営を行っているが、一般の人も利用して

いる。

上記以外の空港（空港法2条1項）

共用空港

その他の空港

空港の種類

拠点空港

会社管理空港

国管理空港

特定地方

管理空港

地方管理空港

 

 

 一方，福岡空港は，国管理空港ではあるものの，旅客

ターミナルや貨物ビル等の管理・運営は，福岡空港ビル

ディング株式会社が行っている．また，地方管理空港で

ある神戸空港の場合，旅客ターミナルビルの管理・運営

は神戸空港ターミナル株式会社が行っている．このよう

に，空港によっては本来主体となるべき運営/管理者が

一つの空港に複数存在する．それぞれの責任が及ぶ空間

的範囲は分化限定されているものの，機能面での連関及

び各自が行う対策効果の相互把握について，主体間で意

思疎通が十分に図られているか留意が必要である． 
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 また，空港総体の要求性能の設定にあたり，航空会社，

自衛隊など，地震災害時の利用者の意見も反映できるこ

とが重要である．利用者が災害対策基本法に規定される

指定公共機関に指定されていれば，自ずと意見反映の仕

組みが整う土壌もあるが，海外・中小航空会社，グラン

ドサービス会社など，空港の一定の部分を支配的に使用

していても，指定公共機関に指定されていない利用者も

多数ある. 

このような意思疎通の制約について，空港の利害関係

者が，共通に理解でき，議論できる情報が示されていな

いことを指摘することができる．地震リスクマネジメン

トの実施にあたって，非専門家が理解できる情報を，科

学的根拠を前提に評価し，共有することで，合意形成を

促進する，という考え方を基本とする必要がある．安全

に関する建設的な議論ができる環境を整える意味でも，

地震リスク情報の共有化は目指すべき重要なステップで

ある． 

 

5.2 異なる管理主体等への説明責任 

 リスクマネジメントを円滑かつ確実に進めるには，ト

ップダウン方式が効果的である．社会インフラとしての

空港の役割を考慮すると，トップマネジメントは国，あ

るいは自治体が担うことになろう．一方で，一つの意思

決定が様々な関係者の利害に複雑に影響する時代である

ことから，これら利害関係者間での一定の合意形成が求

められている．そのためには，通常時からの円滑な意思

疎通に加え，分かりやすい説明技法も重要である．しか

しながら，地震の発生メカニズムや地震動の伝搬，力学

的釣り合いの計算等の技術情報は専門性が高い上に複雑

である．このため非専門家への説明は容易ではない．事

実，「耐震安全分野における技術説明技法の高度化に関

する検討(東京大学，2012)」では，「技術説明の不備が

場合によっては意思疎通の欠如を招き，不安や不信を醸

成する結果となっている」と指摘し，リスクコミュニケ

ーションの重要性と共に，説明材料としての定量的なリ

スク情報の有効性を論じている．対策事業の科学的，経

済的合理性を利害関係者に正確に伝え，一定の合意を得

るには，地震リスク情報の利用は欠くことができない． 

 

6．地震リスクを用いた空港機能の要求性能と個別

施設の耐震性能 

 

6.1 空港機能の要求性能の照査 

 空港の各種施設には種々の設計基準や指針等が設けら

れているものの，設計外力や要求される耐震性能，安全

余裕は様々であり，空港施設全体を捉えた安全性や機能

性に関する統一的な評価は難しい．しかしながら，「地

震に強いあり方」においては，例えば，発災後 3 日以内

に緊急物資・人員等輸送受け入れ機能が求められる等，

空港施設全体を捉えた機能面での要求性能が掲げられて

いる．また，「南海トラフ地震における具体的な応急対

策活動に関する計画，内閣府中央防災会議幹事会

(2015)」では，発災からの経過時間に応じた応急対応活

動の内容や目標が示されている．これらにより，空港の

役割や要求性能も経過時間に応じて変化することになる．

このような総体としての要求性能は，耐震診断を含めた

これまでの設計にはない考え方である． 

 一方，ISO2394 をはじめ性能を照査する信頼性設計の

標準化やリスク情報を用いた目標破壊確率の設定など，

リスクの考えを規範とする方法は，海外主要国では確か

な潮流となっている．また，我が国においても，建築資

産の地震リスク診断，産業施設を対象とした地震リスク

マネジメントなど，リスクを活用した意思決定は，社会

的要請として醸成されつつある． 

 地震リスクは，総体の保有性能と経済的合理性に基づ

いた要求性能を対比できる有効な指標である．これを踏

まえ，空港を構成する施設等の設計基準群と空港総体と

しての要求性能を概念的に示したものを図-6 に示す．

図の左側は，現行の設計体系では総体としての要求性能

を照査することは困難であることを示しいる．右側は， 

導入による照査の結果, 空港総体の要求性能の一部（内

側の小立方体）しか満足しない場合もあることも示して

いる．これに空港総体の地震リスク評価を加えたのが図

の右側である．これにより，空港総体としての要求性能

の照査（性能の限界も確認），各施設の耐震性能の過不

足にフィードバックできることを示している． 

 

図-6 リスク評価の導入による効果 
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 総体の要求性能が, 発災時の空港機能に対し復旧期間

（目標復旧期間）として提示されいることから，復旧曲

線で比較するのが効果的である．このような観点から，

小野ら(2015)は，空港を構成する施設等の群をシステム

としてモデル化し，システムの復旧期間を確率論的に評

価することにより，空港機能の復旧曲線を評価する方法

を示した．一方で，定期民間輸送機の運航機能の照査に

ついては，復旧曲線は有効と考えられるが，緊急時に課

せられる空港機能（救命救急，物資輸送等）を照査する

手段としては，むしろ発災からの経過時間に応じた空港

機能の健全確率（信頼度）を照査するほうが，より有効

であると論じた． 

 図-7 は空港機能の復旧曲線と照査基準を示した図で

ある．照査基準は目標性能と目標復旧期間の 2 軸から成

り，復旧曲線が第 2 象限を通るように対策事業，あるい

は諸施設の耐震性能を規定すればよい．一方，健全確率

を照査するため，小野ら(2015)は健全度曲線を提案して

いる．これを図-8 に示す．照査基準は目標健全確率と

着目期日（発災からの期間）から成り，曲線が第 2 象限

を通ることが目標となる．目標健全確率と着目期日は，

経過時間と伴に，数段階設定してもよい． 

 

性
能
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1.0

被災後経過日数
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目標
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図-7 復旧曲線による性能照査の例 
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図-8 健全度曲線による性能照査の例 

 

 健全確率を照査基準とするには，空港総体としての要 

求性能を目標確率として示さなければなない．例えば，

「救急・救命活動等の拠点機能は発災後 0.95 の健全確

率を保持する，また，緊急物資・人員等輸送受け入れ機

能は発災後 3 日までに 0.95 の健全確率を保持する」な

どである．社会的合意を得られる目標確率を求めること

は必ずしも容易ではないが，ISO2394(2015)等に示され

ている LQI を用いた方法（Risk Informed Decision 

Making）は，一手法として参照することができる．ま

た，前述したコードキャリブレーションの考え方に則れ

ば，現存する多数の空港機能の健全確率を評価すること

で，現時点での目標健全確率の最低基準を見出すことが

できると考える． 

 

6.2 システムの安全性と個別施設の耐震性能 

 空港は様々な種類の施設や構造物で構成された大規模

システムとして機能している．一方で，空港総体として

の機能面での要求性能が示されている現実では，この要

求性能を上位の概念として捉え，これを満たすために，

構造物や施設個々の耐震性能が定められる，と考えるの

が健全である．図-9 は空港総体の機能を 6 つの構成要

素でモデル化した例である．図より 1 つの要素でも損傷

し機能を失うと，空港機能は失われる．例えば，空港機

能の目標健全確率 0.95 と与えられた場合，個々の要素

に課せられる目標性能は，大凡 0.99（0.95 の 1/6 乗）と

なる．言い換えれば，個々の要素の耐震性能は，破壊確

率で 0.01 以下でなければないことが判明する．この確

率は，シナリオ地震の発生，あるいは地震動を条件とす

ることもでき，また向こう 1 年間，あるいは空港の供用

期間とすることもできる． 

 

滑走路 誘導路 エプロン 航空管制

旅客ターミナル アクセス ・・・

・・・

 

図-9 空港機能のシステムモデルの簡略例 

 

 現行の設計法の大半は，安全か否かの二値問題として

とらえる確定的方法である．このためシステムの規模に

関わらず，各要素が安全であれば全体の安全は保障され

ると考えるので，そもそもシステム全体を診ることがな

い．しかしながら，確率論を用いた方法では，大規模シ

ステムになればなるほど個の安全と総体の安全は乖離す

る．この乖離の淵源は耐震性能や設計外力の評価に関す

る不確実性（確率で記述）にある．このように，現行の

設計方法と，確率論を用いて総体の安全性から個の耐震

性能を規定する方法を比較すると，前者は個々の施設に

ついて最適化を図る部分最適といえ，後者は総体の最適

化を図る全体最適といえる．したがって，空港機能への
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要求性能（健全確率）が，一定の合理性の下で与えられ

るならば，空港総体としての機能の照査，そして構造物

個々の耐震性能の規定，といったプロセスは，全体最適

の視点から明解であり，社会一般に受容され易いものと

考えられる．このことは合理的な対策方法やその規模を

選定する地震リスクマネジメントの実践そのものといえ

る． 

 

6.3 ハード対策から金融対策までの一貫した評価 

 これまでに枠組みが示された空港のコンセッションで

は，国所有施設（主に土木施設）であっても耐震性向上

などの維持管理，原状回復のための地震保険の加入など，

運営権者の財務的負担を求めている．このことを踏まえ，

中島ら(2014)は金融対策を含めた空港のリスク管理を目

的に，地震による諸損失を推計し，これを財務諸表に取

り入れる財務影響分析を提案した．財務影響分析は運営

資金の枯渇，債務の不履行など発災後の資金不足が憂慮

される場合，発災時の期末に現金あるいは現金同等物が

どれほど不足するのか，どの程度の資金調達を考えてお

かなければならないか，などを把握するために行う，い

わゆる管理会計の一つである．さらに，中島ら(2015)は

流動比率や自己資本比率などの業績指標の変動を診るこ

とで，地震保険の必要性や保険設計の最適化等が可能で

あることを，運営権者の立場から示した． 

 地震リスクマネジメントに財務影響分析を含めること

で，耐震補強等のハード対策のみならず，地震保険を含

めた様々な金融対策まで，一貫して，対策事業の合理性，

最適性を判断できる．例えば，補強策で一定の性能を保

持するものの，それ以上の損害については保険でカバー

する，といったハイブリットな対策の効果や経済性など

も評価できる．また，地震による各種業績指標への影響

を可視化することで，発災後の財務上の不具合について，

利害関係者の間で共通の理解が促進し，対策実施への環

境が整備される． 

 

7．地震リスク情報の発展的利用性 

 

7.1 緊急時対応拠点としての空港間連携 

 発災時の空港には，救急・救命活動等の拠点機能，あ

るいは緊急物資・人員等輸送受け入れ機能など，孤立し

た被災者の救援や支援物資の輸送拠点としての機能が期

待されている．これは，一空港の機能のみならず，広域

に散在する空港群の連携によって，実効されるものであ

る．一方で，南海トラフ地震などの巨大シナリオ地震で

は，複数の空港が同時に被災する可能性が高いことから，

被災地域内外を問わず，空港群としての同時被災リスク

を評価し，効果的な連携の在り方を事前に検討しておく

必要がある．この点について，奈良岡ら(2010)は，広域

に散在する倉庫や工場群の物流サプライチェーンの機能

性評価を行うなど，各種の研究や実績が散見される． 

 シナリオ地震による個別空港の地震リスク評価を行い，

これを統合することで，被災地域内外を含めた空港群と

しての連携を分析することが可能となり，また空港群と

しての弱点や対策の優先性などを把握することができる．

空港群を対象とした地震リスクマネジメントは有効かつ

重要な研究対象と考えている． 

 

7.2 航空ネットワーク障害への応用 

 首都直下や南海トラフなどの地震が切迫している今日，

空港群の同時被災による旅客輸送量の大幅な低下と，こ

れによる社会的影響が懸念されている．この場合，各空

港の被害推計額を単純集積し，これに基づいて対策を検

討すると，経済的に過大となり得る．そこで，定期民間

航空網そのものを，空港をノードとするネットワークと

して捉え，地震によるネットワーク障害を，旅客輸送総

量の低下として評価することが適切である．これにより，

総輸送量低下への影響が大きい空港，あるいは空港施設

を特定し，対策事業を集中的に行うことで経済的負担を

軽減できる． 

 ネットワークシステムの障害（不信頼度）を扱う問題

は，インフラ施設を対象に，例えば幹線網の OD 間導通

性評価（中山ら(2006)），旅客遅延問題（内田(2010)），

最大フロー問題（能島(2009)）等がある．これらはシス

テムの信頼性評価をベースとした手法として広く活用さ

れている．また，これらを航空ネットワークの障害問題

として扱うには，ノードとしての各空港の信頼度を，一

定の品質/精度を確保した上で，同一基準で評価するこ

とが求められる．空港の信頼度を示す具体的な指標は，

シナリオ地震による各空港の健全度曲線や復旧曲線であ

り，これらをネットワークのノード信頼度としてシステ

ム結合することで，シナリオ地震による旅客輸送総量の

低下を評価できる．航空ネットワークシステムの障害問

題は，地震リスク情報の有効な利用方法の一つであり，

今後の研究が期待される． 

 

7.3 社会基盤への応用と国際展開 

 現行の耐震設計の問題として，空港施設の設計基準の

多様性，これに伴う設計外力，安全余裕の不統一などを

指摘し，現行の設計体系では「地震に強いあり方」にお

いて示された機能面での要求性能の照査と整合が図れな
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いないことを解説した．これは空港に限った問題ではな

く，社会基盤全般に共通した課題である． 

 港湾や道路ネットワーク，鉄道や情報通信，各種エネ

ルギーの供給網などの社会基盤は，多種多様の構造物で

構成され，それぞれが高度に組織化され，また機能的に

連関している．仕組み総体としての安全性を評価し，そ

こから問題となる個を探り出し，そこを改善するという

発想は，システムとして機能する社会基盤に求められる

共通の理念である．そして技術的，財政的，社会的制約

の中で，災害の可能性が国民にとって受容できるレベル

以下に収めることが，社会基盤整備の新しい安全目標と

なる． 

 一方，新興国を中心とした世界の社会基盤整備の需要

は膨大であり，急速な都市化と経済成長により，更なる

市場の拡大が見込まれている．我が国は，これを成長戦

略・国際展開戦略の一環として取り込むと共に，持続的

な経済成長へとつなげる技巧的手腕が問われている．特

に，度重なる地震災害の経験で培った防災関連技術は，

基盤整備事業の獲得に強みを発揮するものと考える．し

かしながら，耐震/免震等のハード技術は付加的な費用

を要することから，価格競争下での劣勢を招くことが懸

念される．そこで，地震リスクマネジメントに代表され

るソフト技術を当初から組入れ，長期的には付加的費用

を便益が勝ることを定量的かつ視覚的に示し，付加的費

用の正当性を明言すべきと考える．我が国は，「もの造

り大国」と尊称されているものの，「もの」の価値を正

しく伝え，共有できるソフト技術の整備は遅れている．

ソフト技術の有用性を理解し，戦略的に取り入れている

のが欧州標準化委員会（CEN）や国際標準化機構

（ISO）などの標準化組織である．彼らは，無形のソフ

ト技術は標準化することで価値が生まれるという事実を，

経験的に学習し，実践している．地震リスクマネジメン

トは，我が国で創造された数少ない意思決定支援ツール

である．その標準化を進めると共に，ハード技術を国際

展開する際の方策の一つに組入れることも検討すべきと

考える． 

 

8．地震リスクマネジメントに関するガイドライン 

 

8.1 地震リスクマネジメントの概要と必要性 

 本稿では, 空港総体の性能評価と, 空港の構成要素で

ある施設群の設計とを繋ぐ合理的な方法として，地震リ

スクマネジメントの必要性について検討を始めた．空港

への適用の以前に, そもそも地震リスクマネジメントは

主に産業施設を対象に整備が進められ，その要旨は「ど

こまでの地震に，どの程度の備えをすればよいか，どの

ような対策が経済的か，このような問題に対し，合理的

な判断基準を示すと共に，効率的な対策を提供する体系

化された意思決定支援の枠組み」となる．また，同マネ

ジメントは事前対策（耐震化策，冗長性確保等）に重点

を置いた原因事象型の意思決定手法と定義できるが，こ

れに対して BCP は被害が生じた後の行動や事後対応の

適正化を目指した結果事象型の危機管理手法である．地

震リスクマネジメントとは住み分けられていることに注

意する． 

 地震リスク評価では，個別に設計あるいは耐震診断さ

れた各種構築物の役割を，空港の機能という面から統合

し，施設全体の損失額，機能性，健全性といった指標で

評価するのが特徴であり，致命的な被害要因や問題の発

見を容易にする．また，確率論的手法を使うことで，社

会の変容による新たな被害の発生や最悪の被害を含め，

網羅的に評価することができる．つまり発現被害の見逃

しを最小限にするところも特徴である． 

 一方，日本建築学会（2011）「地震リスク評価とリス

クコミュニケーション」では，建築物を対象とした地震

リスク評価手法のガイドラインが示され，またロングラ

イフビル推進協会（2011）「不動産投資・取引における

エンジニアリング・レポート作成に係るガイドライン」

では，証券化不動産を対象に地震リスク評価の標準化手

法が示されている．地震リスクマネジメントについては，

産業施設を対象に多数の実績があるものの，標準化は必

ずしも進んでいない．また社会基盤施設についても地震

リスク評価手法を含め，体系化された指針等は未整備で

ある．そこで，リスク評価の精度や方法の統一化，さら

にはリスクマネジメントの必要性や有用性などへの共通

の理解を得るため，空港施設を対象とした地震リスクマ

ネジメントのガイドラインを整える必要がある． 

 

8.2 地震リスクマネジメントのガイドラインの試案 

 本報では，空港施設を対象とした地震リスク評価及び

地震リスクマネジメントの標準化を目標に，ガイドライ

ンの試案を取り纏める．詳細は巻末の付録 A に記すが．

地震リスクマネジメントのガイドライン（試案）の構成

は表-8のとおりである． 

第 1 章は序説として，ガイドラインの位置付けや適用

範囲等を示している．第 2 章では，空港の概要として，

地震時の要求性能や空港のリスクマネジメントの主体者

について示している．第 3 章では地震リスクマネジメン

トの基本的な考え方ついて示し，第 4 章の地震リスク評

価では，評価に必要な要素技術について評価の流れに順
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じて示している．そして，第 5 章では地震リスク評価の

結果を用いた地震リスクマネジメントの実施方法を示し，

さらに第 6 章では地震リスクマネジメントの運用面につ

いて示している．なお，付録 B には，地震リスクマネ

ジメントに関するガイドライン（試案）の技術資料とし

て，地震危険度の表記方法，耐力中央値の評価方法，及

び財務影響分析と金融対策について記している． 

 

表-8 地震リスクマネジメントのガイドライン（試案）

の構成 

１．序説 

 １.１ ガイドラインの位置付け 

 １.２ ガイドラインの適用範囲 

 １.３ 用語の定義 

２．空港の概要 

 ２.１ 空港の地震時の要求性能 

 ２.２ 空港のリスクマネジメントの主体者 

３．地震リスクマネジメントの基本的考え方 

 ３.１ 地震リスクマネジメントの考え方と特徴 

 ３.２ 地震リスクの定義 

 ３.３ 地震リスク評価の要件 

４．地震リスク評価 

 ４.１ 地震リスク評価の概要と流れ 

 ４.２ 施設の情報収集と分析方法 

 ４.３ ハザードの設定 

 ４.４ 地盤増幅特性と液状化危険度の設定 

 ４.５ 地震リスク評価モデルの作成 

 ４.６ フラジリティカーブの評価 

 ４.７ 地震リスク評価 

５．地震リスクマネジメントの実施 

 ５.１ 対策の優先順位の考え方 

 ５.２ 目標の照査 

 ５.３ 対策と効果の検討 

６．地震リスクマネジメントの運用 

 ６.１ 運用体制の整備 

 ６.２ 評価の見直しや改善 

 

  

9．まとめ 

 

 「地震に強いあり方」に示されている空港機能の要求

性能に対しては，地震リスクを用いた空港の安全性評価

技術が有用であるとの観点から，先ず，現行の設計法の

課題，性能設計や信頼性設計の動向，リスク規範による

目標性能の評価など，構造物の安全性確保全般について

調査した．また我が国における地震リスクの利用実態に

ついて整理し，リスクを用いた要求性能の照査，ならび

に個別施設の耐震規定について，その大略を示した．そ

して，リスク評価の精度や方法の統一化の必要性を論じ

た上で，空港施設を対象とした地震リスクマネジメント

のガイドラインを整えた． 

主な結論を以下のようにまとめることができる． 

①空港を構成する施設の設計基準/指針は多様であり，

設計外力，安全余裕等も不統一である．このため現行の

設計体系では，空港を構成する施設の脆弱性の比較は難

しく，また「地震に強いあり方」に示されている機能面

での要求性能の照査に支障がある． 

②構造物の限界状態を規定する性能規定型設計，これを

照査する信頼性設計の道筋はほぼ固まったと言え，この

考え方に則り，設計コードの統一化が進んでいる．最新

の ISO2394(2015)において, 数値化したリスク情報に基

づく意思決定行為そのものが規格化されている． 

③限界状態の発現は目標破壊確率（あるいは目標信頼性

指標）によって照査される．目標破壊確率はコードキャ

リブレーションや金銭対価したリスク情報から評価でき

る可能性がある． 

④我が国での地震リスク情報の実利用は，証券化不動産

を対象とした融資判断や地震保険を含めた地震対策の判

断に利用されている．コマーシャルベースの顧客資産を

対象に，地震保険料率の評価に使われている．また，産

業施設の BCP 策定支援として復旧曲線が使われている． 

⑤空港施設の管理主体は多様であることから，地震対策

等の実施には，関係者間での円滑な意思疎通が必要であ

る．その際の説明材料として定量的なリスク情報は有効

である． 

⑥地震リスク情報としての復旧曲線，健全度曲線は空港

総体の機能の要求性能を照査する上で有効な指標である．

また，空港を構成する施設や構造物の耐震性の過不足に

フィードバックすることで，空港施設個々の耐震性能を

合理的に規定できる． 

⑦地震リスク情報の今後の利用性として，緊急時におけ

る空港間連携の在り方や実行性のある連携を判断するた

めの支援情報，定期民航のネットワーク障害による旅客

輸送総量の評価などへの応用が期待できる． 

⑧地震リスクマネジメントは，空港施設以外の社会基盤

施設にも共通して有用である．同マネジメントの標準化

を進めると共に，社会基盤施設を国際展開する際の戦術

の一つに組入れることが望まれる． 

 本資料は，国土技術政策総合研究所と株式会社篠塚研

究所との共同研究「空港の地震リスクマネジメントに関

する研究」の成果の公表に代わるものである． 
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１．序説 

１.１ ガイドラインの位置付け 

 本ガイドラインは，主体となる空港関係者が，地震リスクマネジメントを行う際に利用することを目的に，空港を対

象とした地震リスク評価の基本的考え方，方法を示す．また，地震時に空港に求められる機能や役割を確保するために

実施するリスクマネジメントにおいて考慮すべき点や運用について取りまとめている． 

【解説】 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震において，仙台空港では津波による甚大な被害を受けた．文献 1)に

よれば「被災から 4 日後には緊急ヘリの離発着が，5 日後には米軍機による緊急物資輸送が開始され，民間航空機の就航

も約 1 ヶ月後には再開する等，早期復旧が被災地の支援に貢献した．一方，比較的被害の小さかった花巻，山形，福島等

の空港では，地震直後から救急・救命活動，捜索・救助活動，緊急物資・人員輸送の拠点として，また，途絶した交通機

関の代替として活用された」とある．このように平時のみならず，緊急時対応拠点としての空港の役割は大きく，空港関

係者は，事前に効果的と考えられる地震対策を実施し，大地震の際であっても，甚大な被害を生じさせず，空港に求めら

れる機能を確保しなければならない．そのためには，事前に空港の地震リスクを定量化し，その評価結果に基づき，効率

的なリスクマネジメントを実施することが望まれる．本ガイドラインは，このための地震リスク評価手法及びリスクマネ

ジメントの考え方等についてまとめたものである． 

 

参考文献 

1) 佐藤清二: 東日本大震災と空港の研究課題, 平成 23 年度 国土技術政策総合研究所講演会講演集, 国土技術政策総合研

究所資料 No.655, pp.161-178, 2011. 

 

１.２ ガイドラインの適用範囲 

 本ガイドラインに示す地震リスク評価の対象は，基本的には「救急救命活動」，「緊急物資・人員等輸送」及び「定

期民間航空機の運航」に関わる全ての施設，あるいは機能である．但し，リスクマネジメントの範囲は，地震リスク評

価の対象とは必ずしも一致しないことから，予めリスクマネジメントの適用範囲を明確にし，適用範囲外については，

国や自治体，関係事業者等と連携を図りながら対応をとる． 

【解説】 

 空港施設は，一般的に，管制塔や旅客ターミナル等の建築構造物，滑走路やエプロン等の土木構造物，護岸や桟橋等の

港湾構造物，燃料タンク等の各種設備等から構成される．さらに空港外部のライフライン機能や道路・鉄道等のアクセス

等も空港の機能に関わる．地震リスク評価は，基本的には空港外部を含めた全ての施設，機能を対象とする．しかしなが

ら，対象事業の実施範囲は，空港事業者が所有あるいは管理する施設に限られることから，外部の施設や機能については，

リスク評価の対象であるものの，一組織や一事業者の範疇でリスクマネジメントを実施することは困難である．地震リス

クマネジメントを実施するにあたり，事業者は責任の範囲と裁量の及ばない範囲を把握すると共に，施設あるいは機能面

で明確に分けておく必要がある．なお，空港事業者にとって適用外の部分については，リスク評価の結果を国や自治体，

あるいはライフライン事業者等に公開し，情報を共有化した上で，協同でリスクマネジメントを実施することが望ましい． 
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１.３ 用語の定義 

本ガイドラインで用いる用語の定義は次のとおりとする． 

【対象施設に関する用語 1 等)】 

 （基本施設） 

・滑走路 

航空機の着陸あるいは離陸のために設けられた空港内の限定された矩形の区域を滑走路という． 

 

・過走帯（オーバーラン） 

航空機が滑走路内で停止できなかった場合等に備えて，滑走路の両側に設けられている施設を過走帯とい

う． 

 

・着陸帯 

航空機の離着陸の際の滑走路からの逸脱，あるいは着陸復行（ゴーアラウンド）の場合の航空機の安全確保

と被害軽減のために設けられた矩形の区域を着陸帯という． 

 

・誘導路 

滑走路とエプロン等を結ぶ航空機の地上走行路を誘導路という． 

 

・誘導路帯 

誘導路を含み，誘導路周辺の固定障害物を設置してはならない区域を誘導路帯という． 

 

・エプロン 

航空機が常駐し，旅客の乗降，貨物の積み卸しや燃料の補給を行う場所をエプロンという． 

 

・GSE（Ground Support Equipment） 

貨物の積み卸し，航空機の点検整備，給油等の地上作業を行う特殊車両（空港地上支援車両）を GSE とい

う． 

 

 （付帯施設） 

・PBB（Passenger Boarding Bridge） 

旅客ターミナルから旅客機に乗客や乗員を乗降させるための旅客搭乗橋を PBBという． 

 

・場周柵 

制限区域への立入禁止柵と空港用地を明確にする境界柵を場周柵という． 

 

・ブラストフェンス 

航空機から噴出する高温・高速のガス（ブラスト）から空港敷地内外の人や車両を保護するために設けられ

るフェンスをブラストフェンスという． 

 

・侵入灯 

着陸しようとする航空機に最終侵入の経路を示すため，侵入区域内と着陸帯内に設置する灯火を侵入灯とい

う． 

 

・VOR（VHF Omnidirerectional Radio Range） 

有効到達範囲内の民間航空機に対して方位信号を示す信号を発射している施設を VOR（超短波全方向式無線
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標識施設）という． 

 

・DME（Distance Measuring Equipment） 

機上の DME 装置（インタロゲーター）から，距離を測定する相手側の地上 DME 局（トランスポンダー）

に向けて質問パルスを送信し，地上 DME 局から応答パルスが戻るまでの時間を測定することにより航空機

と地上 DME局との距離を測定するシステムを DME（距離測定装置）という． 

 

・ILS（Instrument Landing System） 

着陸する航空機に対し，①侵入コースである滑走路中心線の延長線を示す電波，②通常は 3 度の侵入角度を

示す電波，③滑走路末端からの位置を示す電波，をそれぞれ送信し，ILS 機上装置ではそれぞれの電波が示

す中心線から偏移を把握・表示することにより航空機を適切な着陸コースと降下角度を誘導する装置を ISL

（計器着陸装置）という． 

 

・ガンセット 

緊急時に管制通信を行う携帯型航空無線局（ポータブル無線機）のことをガンセットという． 

 

 （建築構造物） 

・管制塔 

航空管制官が目視により空港と周辺の航空機を管制している施設を管制塔という．その内容は，離着陸に関

する許可や指示を与える飛行場管制業務，誘導路から駐機スポットへ至る航空機とその周辺の車両の管制を

行う地上管制席における業務，レーダー管制所との調整や運航情報官との調整を行う飛行場調整席における

業務，さらに離着陸の多い空港に見られる目的空港までの経路や飛行高度の承認を伝える管制承認伝達席に

おける業務に大別される． 

 

・旅客ターミナル 

旅行者が地上交通と航空機相互を乗り継ぐ間を快適に過ごし，必要な航空会社や関係する機関の手続きを誰

にも分かりやすく，安全かつ円滑に行われることを支援する機能を有する施設を旅客ターミナルビルとい

う． 

 

【地震リスク評価に関する用語】 

・地震リスクマネジメントの主体者 

地震リスクをハードやソフト対策により直接コントロールする立場の者を主体者という．なお，空港には，

拠点空港（会社管理空港，国管理空港，特定地方管理空港），地方管理空港，共用空港，その他の空港，あ

るいはコンセッション方式が導入される空港があり，それぞれで主体者は異なる．  

 

・地震危険度 

対象地点において，将来発生が予測されている地震動の強さと，それが発生する頻度（確率）を表したもの

を地震危険度（地震ハザード）という．地震危険度の表記方法として，地震動強さ（加速度や加速度応答ス

ペクトル等）とその年超過確率を表した地震ハザード曲線や，マルチイベントモデルによるイベントハザー

ド曲線等がある． 

 

・マルチイベントモデル 

複数かつ多数のシナリオ地震で表現される地震ハザードモデルをマルチイベントモデルという．マルチイベ

ントモデルに基づき，シナリオ地震別の地震動強さ（加速度，速度等）とその年超過確率（各シナリオ地震

の発生確率の累積）を表した曲線をマルチイベントモデルによるイベントハザード曲線という．また，地震
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動強さの順にシナリオ地震の名称，マグニチュード，年発生確率，年超過確率を一覧表にしたものをイベン

トリストという． 

 

・シナリオ地震 

活断層や海溝型の地震等，特定の名称でその発生が予想されている地震，あるいは震源が特定できないもの

の，周辺地域で発生が予想される背景地震等をシナリオ地震という． 

 

・閾値（しきいち） 

境目となる値．地震動強さや損失などについて，意思決定の指標となる境目の値をいう場合が多い． 

 

・超過確率 

確率変数がある値（閾値）を超える確率を超過確率といい，年間当たりの超過確率を年超過確率とするな

ど，期間を定めて使われることにより，意思決定者は閾値を超える危険側の確率を把握できる． 

 

・非超過確率 

１から超過確率を引いたもので，意思決定者は閾値を超えない安全側の確率を把握できる． 

 

・再現期間 

対象とする事象の単位時間当たりの平均発生回数の逆数として求められる．また，年単位で表現し，かつ年

超過確率が微小な場合，その逆数となる．シナリオ地震といった対象事象の発生頻度を表現するための代表

（特性）値に多用されるが，再現期間内に必ず 1回は対象事象が発生するわけではない． 

 

・供用期間 

構造物を使用する予定の期間（年数）を供用期間という．供用期間は，リスク評価の対象期間を限定するこ

とにより超過確率/非超過確率をより有意なものとする．公共施設運営権を設定する場合，当該期間を指す場

合もある． 

 

・地震動に関する距離減衰式 

地震動強さと震源からの距離との関係を示したもので，地震が発生した場所から遠くなればなるほど，地震

動強さが減衰する現象のことを距離減衰という．距離減衰式は，地震動強さ（加速度，速度等）と震源から

の距離や深さ等との関係を式に表したものである． 

 

・津波に関する距離減衰式（津波距離減衰式） 

津波高さを地震の規模と津波の伝播距離との関係式で表したものを津波距離減衰式という． 

 

・工学的基盤/工学的解放基盤 

表層地盤による影響を受けないものとして，工学的基盤（十分な層厚と剛性を有し，せん断波速度が約 350

～400m/s以上の地盤）が露頭した状態の地盤を工学的解放基盤という． 

 

・加速度応答スペクトル 

1 自由度系の固有周期を横軸にとり，その各固有周期に対して求めた最大加速度を縦軸にプロットして，そ

のプロットを結んだ曲線を加速度応答スペクトルという． 

 

・液状化指数（PL値） 

各土層の液状化強度を深さ方向に重みをつけて足し合わせた値を PL値といい，その値が大きい程，ある地点
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の液状化の可能性が高いことを意味する． 

 

・液状化危険度関数 

地震動強さに従い，PL値をプロットして，そのプロットを結んだ曲線を液状化危険度関数という． 

 

・被害要因 

地震による被害は，津波による被害，液状化による地盤被害，構造物の損傷，設備機器の損傷といった様々

な事象が複合的に発生して生じるものである．このような施設に生じる個々の被害を被害要因という． 

 

・ユニット 

地震リスクの評価単位の一つであり，離間や機能面等で区画化された範囲をユニットという． 

 

・コンポーネント 

地震リスクの評価単位の一つでり，ユニットの構成要素（構造物）をコンポーネントという． 

 

・システムモデル 

空港や生産施設は，種々のユニットやコンポーネントが連なりシステムとして構成されている．一般的にシ

ステムは，直列型，並列型，あるいはそれらの混合型のモデルに分類される．ユニットやコンポーネントを

直列型や並列型等のブロック図として示したものをシステムモデルという． 

 

・フラジリティカーブ 

地震動強さに従い被害要因の損傷確率を表した曲線をフラジリティカーブという．フラジリティカーブは，

構造信頼性理論に基づき，解析的もしくは統計的に求められる．地震動強さの確率分布と抵抗力の確率分布

を重積分することにより，求めることができる. 

 

・複合偏差 

種々の不確実性から求められる標準偏差を複合偏差といい，一般的には不確実性をもつ複数の要因の標準偏

差の二乗和平方根として算出される． 

 

・イベントツリー 

被害の進展や連鎖的発生，組合せなどを分析/評価するために，地震の発生を発端事象として被害の発生過程

を樹形図で表した図をイベントツリーという．イベントツリーに現れる被害要因別の分岐については，フラ

ジリティカーブで示される被害要因別の損傷確率を用いる． 

 

・復旧曲線 

発災からの経過時間に従い，対象施設の性能回復率を示した曲線を復旧曲線という．復旧曲線は，システム

モデルに損傷確率や復旧期間を与えることで求められる．性能回復率が確率関数で表現される場合，復旧曲

線が無数となることから，期待値などで代表した値で描画される． 

 

・健全度曲線 

発災からの経過時間に従い，対象施設の健全確率を示した曲線を健全度曲線という．健全度曲線は，復旧曲

線と同様に，システムモデルに損傷確率や復旧期間を与えることで求められる． 

 

・復旧期間の期待値（RTE; Recovery Time Expectancy） 

復旧曲線から求められる復旧期間の期待値（平均値）を RTE という． 
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・ボトルネック指標（BI; Bottleneck Index） 

施設を構成するユニットやコンポーネント毎に求めた復旧期間の期待値に，ユニットやコンポーネントの重

要度を乗じて求めた指標をボトルネック指標という．ボトルネック指標は地震対策の優先度が高い程，大き

な値となる． 

 

・地震損失関数（地震ロス関数） 

地震時に構造物に生じる損失の期待値や 90％非超過値を地震動強さに応じて示した関数を地震損失関数，ま

たは地震ロス関数という．なお，期待値とは確率を重みとして算出した確率変数の平均値，すなわち加重平

均である．一方，90％非超過値は，その値以下の確率が 90％になる値である． 

 

・リスクカーブ及びイベントリスクカーブ 

地震による損失とその年超過確率の関係を表した曲線をリスクカーブという．一方，損失とその損失を生じ

させるシナリオ地震の年超過確率との関係を表した曲線をイベントリスクカーブという． 

 

・年間損失期待値（ALE; Annual Loss Expectancy） 

地震により予想される損失の年間当りの期待値（加重平均）を年間損失期待値（ALE）という．なお，年間

損失期待値は AAL（Average Annual Loss）と呼ばれる場合もある． 

 

・予想最大損失（PML; Probable Maximum Loss） 

地震により予想される最大損失で，国内では一般的にリスクカーブやイベントリスクカーブの年超過確率

1/475に相当する損失を予想最大損失（PML）という． 

 

・財務ストレス関数 

各シナリオ地震による地震動強さを横軸，縦軸に業績指標（流動比率，当座比率，自己資本比率等）を示し

た関数を財務ストレス関数という．財務ストレス関数は，地震リスク（除去損，逸失利益，再建費）を考慮

した財務影響分析により算出される． 

 

参考文献 

1) 財団法人 港湾空港建設技術サービスセンター: 空港工学, P.500, 平成 22年 10月 20日. 
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２．空港の概要 

２.１ 空港の地震時の要求性能 

 地震時に空港に求められる性能としては，救急・救命活動等の拠点機能，緊急物資・人員等輸送受け入れ機能があ

る．また，民間航空ネットワークを維持し，国内及び空港背後圏経済活動の持続的発展を確保することも求められる．

なお，空港総体に求められる要求性能は，空港の種類や発災からの経過時間（期限）に応じて異なることにも留意す

る． 

【解説】 

 平成 19 年 4 月に公開された「平成 18 年度 地震に強い空港のあり方（地震に強い空港のあり方検討委員会報告），国

土交通省航空局」1)（以下，地震に強いあり方）によれば，緊急輸送の拠点となる空港では，①救急・救命活動等の拠点

機能（発災後極めて早期の段階），②緊急物資・人員等輸送受け入れ機能（発災後 3 日以内）が求められている．また，

航空輸送上重要な空港（緊急輸送の拠点となる空港のうち，特に，航空ネットワークの維持，背後圏経済活動の継続性確

保において重要と考えられる空港）では，③発災後 3 日を目途に定期民間航空機の運航が可能となる機能，④地震災害に

よる経済損失の半減を目指し，再開後の運航規模は，極力早期の段階で通常の 50％に相当する輸送能力を確保，⑤航空

ネットワークの維持及び背後圏経済活動の継続性確保と首都機能維持が求められている．ここで，航空輸送上重要な空港

とは，地震に強い空港のあり方によれば，東京国際空港，成田国際空港，中部国際空港，大阪国際空港，関西国際空港，

新千歳空港，福岡空港，那覇空港，仙台空港，新潟空港，広島空港，高松空港，鹿児島空港の 13空港とある． 

 以上のことから，本ガイドラインで考える地震時の空港の要求性能とは，救急・救命活動等の拠点機能，緊急物資・人

員等輸送受け入れ機能，定期民間航空機の運航が可能となる機能，航空ネットワークの維持及び背後圏経済活動の継続性

確保と首都機能維持となる． 

 なお，上述からも分かるように，空港総体に求められる要求性能は，航空輸送上重要な空港とそれ以外の空港では異な

る．また，「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画，内閣府中央防災会議幹事会」2)では，発災か

らの経過時間に応じた応急対応活動の内容や目標が示されている．これにより，空港の役割や要求性能も経過時間（期

限）に応じて変化することになる． 

 

参考文献 

1) 国土交通省航空局 地震に強い空港のあり方検討委員会: 平成 18 年度 地震に強い空港のあり方（地震に強い空港のあ

り方検討委員会報告）, 平成 19年 4月 27日. 

2) 内閣府 中央防災会議幹事会: 南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画, P.113, 2015 

 

２.２ 空港のリスクマネジメントの主体者 

 本ガイドラインにおいては，地震リスクマネジメントを実施する主体者を空港の運営・管理者とする．なお，空港に

は，拠点空港（会社管理空港，国管理空港，特定地方管理空港），地方管理空港，共用空港，その他の空港がある．こ

の他，公共施設等の運営権を民間事業者に与える，コンセッション方式が導入される運用形態もあり，空港の運営・管

理者は様々である． 

【解説】 

 空港に関わりをもつ利害関係者は空港の利用者を含めて多様であり，それぞれの立場で被るリスクの内容や重篤性が異

なる．このため，誰の視点に立つかによってリスクマネジメントの目標や対策が変わってくる．したがって，誰の視点で

リスクマネジメントを実施するかを明確にしなければならない．本ガイドラインでは，地震リスクマネジメントの視点は

あくまでも地震リスクをハードやソフト対策により直接コントロールできる立場にある空港の運営者や管理者が主体者と

なる．例えば，空港の種類と運用形態を表-2.2-11)に示すが，同表に基づけば，地震リスクマネジメントの主体者として

は，国，地方公共団体，あるいは国が指定した会社が該当する．この他に，公共施設等の運営権を民間事業者に与える，

いわゆるコンセッション方式が導入される運用形態もある．なお，コンセッション方式は，土地や施設の所有権を国に残

したまま，一定期間（30～50 年程度）の施設の運営，維持及び整備等を民間企業に任せ，民間企業は利用料の徴収権を

得る仕組みであり，この場合，主体者は運営権等を任された民間企業となる． 

 



国総研資料 No.863 

-27- 

表-2.2-1 空港の種類と運用形態 1) 

空港の種類 空港の定義と運用形態 

拠点空港 

会社管理空港 

国際航空輸送網または国内航空輸送網の拠点となる空港のうち，会社が

管理する空港（空港法 4 条 1項） 

国が指定した会社が設置・運営を行っている． 

国管理空港 

国際航空輸送網または国内航空輸送網の拠点となる空港のうち，国が管

理する空港（空港法 4 条 1項） 

国が設置・運営を行っている． 

特定地方管理空港 

国際航空輸送網または国内航空輸送網の拠点となる空港のうち，地方が

管理する空港（空港法 4 条 1項） 

国が設置を行ったが，地方公共団体が運営を行っている． 

地方管理空港 

国際航空輸送網または国内航空輸送網を形成する上で重要な役割を果た

す空港（空港法 5 条 1 項） 

地方公共団体が設置・運営を行っている． 

共用空港 
空港法附則 2 条 1 項に規定する空港 

自衛隊が設置・運営を行っているが，一般の人も利用している． 

その他の空港 上記以外の空港（空港法 2条 1項） 

 

 一つの空港，一つのシナリオ地震にあって，複数の主体者が同時に存在するが，主体者の立場により，リスク評価の対

象が異なる．空港総体の要求性能の設定に際し，主体者間の合意形成に留意する必要がある． 

 

参考文献 

1) 地域経済ラボラトリ: 空港の種類, http://www.region-labo.com/archives/term/term-281/, 2015. 
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３．地震リスクマネジメントの基本的な考え方 

３.１ 地震リスクマネジメントの考え方と特徴 

 本ガイドラインで示す地震リスクマネジメントとは，対象施設総体の地震リスクを確率論的手法により評価し，その

結果から空港の機能発現の妨げとなる要因を抽出すると共に，具体的かつ効率的な対策を検討・実施するための意思決

定手法である． 

【解説】 

 地震リスクマネジメントは，どこまでの地震に，どの程度の備えをすればよいか，どのような対策が経済的か，このよ

うな問題に対し，合理的な判断基準を示すと共に，効率的な対策を提供する体系化された意思決定支援の枠組みである．

地震リスク評価では，個別に設計あるいは耐震診断された各種構造物の役割を，空港の機能という面から統合し，施設全

体の損失額，機能性・健全性といった指標で評価するのが特徴であり，致命的な被害要因や問題の発見を容易にする．ま

た，確率論的手法を使うことで最悪を含めた様々な被害を網羅的に評価するため，発現被害の見逃しを最小限にするとこ

ろも特徴である． 

 なお，内閣府から事業継続ガイドライン 1)が公開されたことを機に，事業継続計画（BCP; Business Continuity Plan）を

導入する企業等が増えつつある．BCP は経営資源が失われたことを前提に，事業中断による影響を効率的に軽減するた

めの事後対応策に主眼を置いた結果事象型の考え方である．一方，本ガイドラインで示す地震リスクマネジメントは，定

量的に評価した地震リスク情報に基づき，リスクを如何に効率的にコントロールするかを支援する手法であり，その対策

の中には，耐震補強に代表される事前対策から金融対策等のソフト対策，あるいは BCP で実施するような要員参集や復

旧資材の調達等の事後対応策までが含まれる．したがって，図-3.1-1 に示すように，本ガイドラインに示す地震リスク

マネジメントは，地震に対する BCPを包含していると言える． 

 

・・・

事業継続計画（BCP; Business Continuity Plan）

地震リスクマネジメント
地震 水害 火災・爆発 テロ

 

図-3.1-1 地震リスクマネジメントと BCPの関係 

 

参考文献 

1) 内閣府: 事業継続ガイドライン第一版, P.50, 2007. 

 

３.２ 地震リスクの定義 

 本ガイドラインにおいては，地震リスクを財物損失額，逸失利益，復旧曲線，健全度曲線及び逸失死者数で表すもの

とする． 

【解説】 

 地震リスク情報は，一般的には，人命損失，財物損失額，復旧期間等からなる．本ガイドラインにおいては，地震リス

クは財物損失額，逸失利益，復旧曲線，健全度曲線及び逸失死者数で表すものとする． 

 

３.３ 地震リスク評価の要件 

 地震リスク評価手法に必要な要件は，一般化している既存の解析技術を利用する，解析手法の誤差を明らかにする，

現行の耐震設計手法と整合性を持たせる，解析手法の精粗のバランスを考慮する，の 4点が考えられる． 
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【解説】 

（１）一般化している既存の解析技術を利用する 

 リスク評価手法は，現行の設計手法や既存技術と隔絶したものではなく，身近な技術の融合によって具現化する必要

がある．その理由は，既存の解析技術は様々な研究や実験，シミュレーション等を通じて検証あるいは高度化されてお

り，技術に内在する未知性は少なからず淘汰されている．また，適用範囲が明確で，不確実性についてもある程度把握

することができる．リスク評価においては，この不確実性（推計誤差）が把握できることは非常に重要である．さらに，

一般化している既存技術は説明が容易で，被説明者が理解し易い利点もある． 

 開発途上の技術やリスク評価のための新たな開発技術は，その不確実性について不明な点が多く，確率論的リスク評

価には好ましくない． 

（２）解析手法の誤差を明らかにする 

 リスク評価手法は，例えば地震危険度評価，地盤増幅，耐力評価など様々な解析手法によって構成される．そして，

個々の解析手法の誤差，あるいはリスク評価手法全体として不確実性（実際との乖離）を明らかにする必要がある．具

体的には，被害事例や実験結果，観測記録などを収集し，個々の解析手法の誤差を統計的に評価する．また，実際の損

害額とリスク解析結果とを直接比較し，その差を評価する方法もある．確率・統計的アプローチを採る以上，評価手法

の誤差を明らかにしなければ蓋然性を担保できないからである．蓋然性が前提でないと確率論的アプローチそのものが

利用できないことになる． 

（３）現行の耐震設計手法と整合性を持たせる 

 構造物の設計図書，特に構造計算書の諸数値をリスク評価にそのまま利用できるように配慮する必要がある．理由は，

リスク評価の作業量を削減できること，設計技術者と設計時に付与される耐震裕度や具体的な耐震性能レベルについて

の情報を共有でき，地震対策について建設的な議論ができること，である．また設計に使われる耐震性能指標とリスク

値との整合を示すことができ，被説明者やステークホルダーがリスク情報を理解する上でより効果的となるからである． 

（４）解析手法の精粗のバランスを考慮する 

 リスク評価手法には，要素技術となる種々の解析手法があるが，個々の精度にあまり拘らず，むしろそれぞれの精度

のバランスを考える必要がある．理由は，一つの解析手法の精度が良くても，他の手法の精度が悪ければ全体の精度は

悪くなる．一つの要素技術をいたずらに細密化しても，全体の結果に反映されるのは僅かである．このことを認識し，

全体としての精度を考えることがリスク評価の実務において重要である． 
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４．地震リスク評価 

４.１ 地震リスク評価の概要と流れ 

 本ガイドラインにおいては，リスクマネジメントの目標と評価範囲を設定し，施設の情報収集と分析を行った上で，

ハザードの設定，地盤増幅特性と液状化危険度の評価，地震リスク評価モデルの作成及びフラジリティカーブの評価を

行い，地震リスクの評価を行うものとする． 

【解説】 

 地震リスク評価のフローを図-4.1-1 に示す．地震リスクマネジメントを実施する際には，事前に明確な目標ならびに

地震リスクの評価範囲を設定しなければならない．目標については，例えば，復旧期間 10 日以内とする，発災から 3 日

以内に緊急物資・人員輸送を行う，等の具体的な数値目標である．空港事業者は，現状の地震リスクと目標を比較するこ

とで，対策の必要性を当該空港の関係者間で共有することができる．一方，評価範囲については，1.2 の解説で述べたよ

うに，基本的には空港外部を含めた全ての施設/機能とするが，目的や責任の範囲/裁量に応じて適宜設定する．以降，各

節で図-4.1-1のフローの各項目について詳しく解説する． 

 

リスクマネジメントの目標と評価範囲を設定

施設の情報収集と分析

ハザードの設定
（地震／津波危険度の設定）

地盤増幅特性と液状化危険度の評価

地震リスク評価モデルの作成
（物理的／外的被害要因の抽出，システムモデルの作成）

フラジリティカーブの評価

地震リスク評価
（経済損失（財物損失，逸失利益），復旧曲線，健全度曲線の

評価，逸失死傷者数の推計）
 

図-4.1-1 地震リスク評価のフロー 

 

４.２ 施設の情報収集と分析方法 

４.２.１ 情報収集と分析 

 空港の施設等に関連する情報の収集を行う．情報は，空港施設の構成や配置が分かる情報（配置図），各種構造物の

設計図書（耐震診断書を含む），ボーリングデータ等の地盤情報，非常用電源を含む電力系統の構成が分かる情報，空

港管制に係る設備（VOR/DME（超短波全方向式無線標識/距離測定装置），ILS（計器着陸装置），ガンセット（携帯

用航空機無線）等）の配置，運用に関する情報等である．さらに航空機燃料の貯蔵，運搬，供給方法，空港へのアクセ

ス方法等の情報も収集する必要がある． 

【解説】 

（１）各種構造物の設計図書について 

 設計図書は，基本的には構造物の耐震性能を評価するために用いるが，例えば，ターミナルビルの設計図書などは，

衛生，空調，電力の各種設備や手荷物搬送システム，PBB（Passenger Boarding Bridge）等の配置や構成を把握するため

にも用いる． 

（２）地盤情報について 

 地盤関連の情報として，土質柱状図や土質試験結果等が記載されている地盤調査報告書を複数個所収集する．その際，
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土質柱状図の深部が洪積層まで到達しているか，成層性の仮定は妥当か，を確認する．また N 値，PS 検層や密度試験，

3軸捩じり試験等，土質試験の精粗を確認する． 

（３）非常用電源を含む電力系統について 

 買電は，最長で 3 日程度は停止するとの前提で，利用可能な空港敷地内の自家発電機を調べる．その際，発電機は空

港管制や照明器具等の負荷を擁しているか，あるいは簡単な配線作業で送電可能か，燃料供給，冷却水の継続性などか

ら発電機の稼動時間はどの程度か，などを確認する． 

（４）空港へのアクセスに関する情報について 

 地震リスク評価では，空港へのアクセスも空港機能を担う重要な施設として考慮する．空港へのアクセス方法は，一

般的に鉄道（モノレールを含む），道路，海上航路の 3 種であり，またアクセス経路もそれぞれ複数存在する場合があ

る．アクセス情報の収集では，鉄道や道路の広域性から，考慮すべき範囲，ならびに経路の冗長性を確認することが重

要である．また，落橋や駅舎等の損傷など，アクセスが機能不全となる被害要因を確認する． 

 

４.２.２ ウォークダウンの実施 

 空港の各施設の運営/管理者随行の下，ウォークダウン（現地踏査）を実施する．同時に各施設の運営/管理者からの

ヒアリングを実施する． 

【解説】 

 ウォークダウンは実効性の観点から以下の点に注意し，実施する． 

（１）事前に収集した情報との整合性の確認 

 空港施設の構成や配置が分かる情報（配置図）や各種構造物の設計図書（耐震診断書を含む）等の情報と，現場との

整合性を確認する． 

（２）老朽化，劣化等の確認 

 各種構造物について，耐震性能に影響を与えるような著しい老朽化や劣化があるかどうかを確認する．著しい老朽化

や劣化が認められる場合は，耐震性能評価において，これを考慮する． 

（３）従属被害や相互干渉の確認 

 諸設備の地震損傷による変形，脱落，移動等に起因して生じる干渉や衝突等，相互干渉や被害が従属して発生する可

能性を調べ，物理的被害要因になり得るか否かを確認する． 

（４）二次災害の確認 

 構造物等による津波浸水の遮水効果や漂流物の衝突被害，液状化による地盤変状による影響，出火による延焼・爆発

被害，可燃物等の漏洩に起因する二次災害等の可能性を確認する． 

（５）ヒアリング 

 ウォークダウンでは，施設の運営/管理者に対して，緊急時の行動や手続きについてのヒアリングを行う．ヒアリン

グの内容は，どの程度の揺れを以って緊急時とするか，その場合の施設点検の内容や範囲，点検に必要な時間，さらに

具体的な被害状況を問いかけ，その状況下での対応や作業について聞き取る． 

 その他，施設の管理主体が異なる場合の連絡や連携，指揮命令系統などについても確認する． 

 

４.３ ハザードの設定 

４.３.１ ハザードの基本的考え方 

 自然災害に関するハザードは，その立地で自然災害が発生する潜在的な危険度を表し，一般的にはその発生を対策に

より抑制できない事象である．本ガイドラインにおける地震リスク評価では，ハザードとして，地震危険度及び津波危

険度を考慮する必要がある． 

【解説】 

 自然災害に関するハザードは，例えば，地震，津波，豪雨，高潮，火山の噴火等の潜在的な危険度や外力を表し，一般

的にはその発生を人為的な対策により抑制できない事象である．このため人為的に選択できる能動的リスクと対比して，

受動的リスクとなる．地震危険度と津波危険度は，その評価方法に違いはあるものの，地震リスク評価では，地震と津波，

双方の被害を考慮する． 
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４.３.２ 地震危険度の設定 

 空港の地震リスク評価における地震危険度は，特定の地点に所在する施設，広域に散在する施設の区別なく評価でき

る複数震源モデル（マルチイベントモデル）を用いる． 

【解説】 

 地震危険度（地震ハザード）とは，ある対象とする地点で，将来発生する可能性のある地震動強さ（加速度，速度等）

と，それが発生する頻度または確率を表したものである．したがって，地震ハザードの評価では，地震の発生時期，場所

及び規模を予測すると共に，地震が発生した場合に対象地点で生じる可能性のある地震動強さを評価することになる． 

 地震ハザードに関する情報としては，2005 年に地震動予測地図 1)が公表され，防災科学技術研究所の Web サイト 2)に

て，日本全国の各地点で地震ハザード曲線（図-4.3.2-1）が取得できるようになっている．ここで，地震動予測地図等で

も公開されている地震ハザード曲線は，Cornell の方法 3)に従ったものが一般的である．これは特定の地点における地震

動強さの最大値の確率分布となっているため，広域に散在する空港施設の同時被災を評価できない．そこで，本ガイドラ

インではシナリオ地震をベースとした複数震源モデル（マルチイベントモデル）による方法を用いる． 

 マルチイベントモデルで考慮するシナリオ地震は，地震の発生メカニズムやタイプ，さらに地震危険度評価用の地震モ

デルの違いも考慮しつつ，以下の 5種類に分類する． 

① 地表面に断層として表れない中規模な地殻内地震 

② 活断層による大規模な地殻内地震 

③ 活断層と関連しない大規模な地殻内地震 

④ 大規模な海溝付近の地震 

⑤ 日本海東縁海域の大規模な地震 

 このうち，①の地表面に断層として表れない中規模な地殻内地震は，位置や規模を特定できない地震に相当する．この

ような地震は，対象地点の直下のごく浅いところで発生する場合があり，規模が比較的小さくても被害を及ぼす可能性が

あるため，マグニチュード 5.0 程度以上の中規模な地震も対象とする．①の地震を背景地震と呼び，地震の活動度が一定

と見做せる地震域を設定した上で，同域内で発生した過去の地震の平均的な震源深さを断層中心とし，地震規模に応じた

断層長さを有する走向ランダムな鉛直断層を想定することができる 4 等)． 

 地震規模がある程度大きくなると，地震断層として痕跡を残すと考えられることから，マグニチュード 7.0 程度を超え

る大規模な地震は②の活断層による大規模な地震として取り扱う．但し，2000 年鳥取県西部地震（M7.3）や 2008 年岩

手・宮城内陸地震（M7.2）のように，マグニチュード 7.0 程度でありながら，陸域で活断層が知られていないところで発

生する大規模な地震もあるので，それを③の活断層と関連しない大規模な地殻内地震として取り扱う．以上の①～③は，

いずれも地殻内地震に分類される． 

 一方，④の大規模な海溝付近の地震は，プレート境界の沈み込みによって発生するプレート間地震と，プレート内部で

発生するプレート内地震を含む．また，プレート境界付近でも中規模な地震が頻繁に発生しているが，いずれも陸域から

離れたところで発生し，建物や施設に被害を与えることは稀なので，海溝付近で発生する地震としては大規模なもののみ

を対象とする． 

 ⑤の日本海東縁海域の大規模な地震は，日本海東縁海域でしばしば大規模な地震が発生しているため，被害を及ぼす可

能性のあるシナリオ地震として設定する必要がある．この海域は，巨視的にはプレート境界の一種と考えられているが，

太平洋側で見られるように，海洋プレートが大陸プレートに沈み込むのとは異なるメカニズムで発生していると考えられ

ている． 

 一方，マルチイベントモデルによる特定の地点での地震危険度は，図-4.3.2-2 に示すイベントハザード曲線を用いて

記述できる．同図はシナリオ地震の深さや距離，マグニチュード等をパラメータとした距離減衰式を使い，シナリオ地震

毎に対象地点での地震動強さを求め，これを各シナリオ地震の年発生確率を累積して求めた超過確率に対してプロットす

ることで求められる．また，イベントハザード曲線の特徴は，地震動強さの不確実性を考慮していない点にある．つまり

距離減衰式から得られる平均的な値をプロットしているに過ぎない．この理由は，不確実性は後述するフラジリティカー

ブに含める方が，リスク評価が簡便になるからである．なお，図-4.3.2-3 に示すように，シナリオ地震の発生確率に距

離減衰式の不確実性（ばらつき）を，超過確率として乗じ，シナリオ地震毎に積分すると図-4.3.2-1 に示す地震ハザー

ド曲線を求めることができる．このように得られた地震ハザード曲線は，マルチイベントモデルを構成するシナリオ地震
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に漏れがなければ，Cornellの地震ハザード曲線と一致する． 

 

 
地震動強さ

年超過確率

G(a)

a

G(a)は、地震動強さa以上の

「地震動強さ」が年間当たりに
発生する確率

 
地震動強さ

年超過確率

G’(a)

a

G’(a)は、地震動強さa以上を生

じさせる「地震」が年間当たりに
発生する確率

 

 図-4.3.2-1 Cornellの方法により求めた 図-4.3.2-2 マルチイベントモデルを用いた 

 地震ハザード曲線 イベントハザード曲線 

 

地震動強さ

発生確率

超過確率×
発生確率 地震動強さの確率密度関数

×発生確率

シナリオ地震
による評価

地震ハザード
による評価

距離減衰式で得られる
地震動強さ

 

図-4.3.2-3 地震ハザード曲線とイベントハザード曲線の関係 5) 
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４.３.３ 津波危険度の設定 

 津波危険度については，マルチイベントモデルで抽出された各シナリオ地震に対して，対象施設周辺における沿岸部

での津波高さを推定して，対象施設が位置する敷地での浸水確率を算出する． 

【解説】 

 津波被害の発生確率は，予測される津波高さが評価対象サイトの防潮堤や護岸等の高さを越波する確率として算出する．

また，越波した津波の浸水範囲は，対象施設の標高を考慮した評価を行うと共に，津波浸水の範囲や高さなどから，適宜

津波被害を想定する． 

 一般的に，海岸での津波高さの予測は，津波距離減衰式による方法，非線形長波理論による平面 2 次元解析，3 次元

VOF（Volume of Fluid）法などがある．VOF法は，自由水面を有する複雑な流れを再現する方法として利用され，構造物
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周辺に回り込む流れを精緻に分析したり，建物への津波流体力を計算するなど，3 次元の効果を細かく再現する場合に威

力を発揮するが，計算時間がかかるため，リスク評価においては不向きである．従って，海岸での津波高さの予測は，津

波距離減衰式による方法，あるいは非線形長波理論による平面 2次元解析を用いる． 

 一方，陸域への津波の浸水範囲や浸水高さを知る場合には，レベル湛水法，ならびに前記した非線形長波理論に基づい

た平面 2 次元解析などが妥当である．レベル湛水法は，来襲する津波高さを海岸で設定し，その水位がそのまま静的に，

陸域に浸水するものとして浸水範囲を計算する方法である．陸域の標高のみによって決定するため，浸水範囲は安全側

（より高い地域まで浸水範囲は広がる）の評価となる．但し，狭小域（谷間など）への遡上効果は考慮出来ないため，注

意を要する． 

 津波距離減衰式による海岸での津波高さの予測は，阿部の津波距離減衰式 1)を用いることができる．津波高さは以下の

式で算出される． 

 

 55.5loglog  wt MH  (4.3.3-1) 

 

ここに，Htは津波高さ（全振幅），Mwは地震のモーメントマグニチュード， は津波の伝搬距離である．なお， が距離

r0以下の場合は，Htは伝搬距離によらず，以下の式で算出される． 

 

 30.35.0log  wt MH  (4.3.3-2) 

 

ここで，r0は以下の式である． 

 

 25.25.0log 0  wMr  (4.3.3-3) 

 

 津波距離減衰式のばらつきは，文献 1)を参照すると，常用対数の標準偏差で 0.19（自然対数の標準偏差に換算すると

約 0.44）とされている．なお，(4.3.3-1), (4.3.3-2)式は，太平洋側（外洋）の津波を想定したものである．このため，例え

ば，内海の東京湾岸域の沿岸における想定津波高さと実際の津波高さには乖離があると推察される．そこで，過去の地震

による津波高さの観測値や非線形長波理論によるシミュレーションによる既往の推定値を用いて津波高さを補正する必要

がある． 

 津波被害の発生確率の評価フローを図-4.3.3-1 に示す．同図は津波距離減衰式，ならびにレベル湛水法を用いたフロ

ーである．津波は，海域で発生する横ずれ断層以外の地震によって発生し，また，マグニチュード 7.0 以下の地震では被

害を伴う大津波は発生しないと考えられている．したがって，まずマルチイベントモデルで抽出したシナリオ地震の中か

ら，津波被害を生じさせる地震か否かを選別する必要がある．次にサイトから震源までの津波伝搬距離を計算し，津波距

離減衰式を用いて評価対象サイトにおける津波高さを算出する．その際，適宜，津波高さの補正を行う． 

 一方，評価対象サイト周辺の防潮堤や護岸等の高さ等の防御物の高さを調査し，これと津波高さの確率分布を比較する

ことで，津波が越波し陸域に浸水する確率が分かる（図-4.3.3-2）．ここで，津波高さは対数正規分布に従うものとし，

ばらつきは文献 1)に基づき，対数標準偏差 0.44 を設定する．対象施設の標高調査から，越波した津波の浸水範囲を求め，

津波浸水の範囲や水深（浸水高さ）などから，適宜津波被害の状況を想定する．津波被害の発生確率は津波の越波確率を

用いる． 

 



国総研資料 No.863 

-35- 

対象サイト

地震ハザード評価（マルチイベントモデル）

大津波を生じさせる可能性のある
シナリオ地震の選別

津波伝搬距離の算出

津波距離減衰式による
津波高さの算出

津波高さの補正 防潮堤や護岸などの高さの調査

敷地の標高の調査

津波被害の確率評価
 

図-4.3.3-1 津波被害の発生確率の評価フロー 

 

推定津波高（中央値）

津波被害の発生確率

津波高さの
確率分布 浸水

越波

T.P.+0.0m

護岸等の天端高

 

図-4.3.3-2 津波被害の発生確率の評価の説明図 

 

参考文献 

1) 阿部勝征: 地震と津波マグニチュードに基づく津波高さの予測, 地震研究所彙報, 第 64冊第 1号, pp.51-69, 1989. 

 

４.４ 地盤増幅特性と液状化危険度の評価 

４.４.１ 地盤増幅特性の評価 

 構造物の地震時の応答は，表層の軟らかい地盤の影響を受けることから，空港の敷地における地盤の周期増幅特性の

評価を行う． 

【解説】 

 構造物の応答は，表層の軟らかい地盤の影響を受けるため，表層地盤の周期増幅特性を明らかにする．周期増幅特性は，

伝達関数（周波数応答関数），あるいは応答スペクトル比で表記する．空港施設は様々な周期特性を持った構造物が多数

混在していることから，それぞれの地震応答を一定の精度を確保しつつ，簡便に評価する必要がある．そこで，構造物の

応答の評価は，応答スペクトルをベースとした方法を使うことを前提に，本ガイドラインでは表層地盤の周期増幅特性は

応答スペクトル比を推奨する．図-4.4.1-1 は表層地盤の応答スペクトル比の評価フローを示す．先ず，工学的解放基盤

面における加速度時刻歴波形を用意する．加速度時刻歴波形は周期特性や最大加速度の異なる様々な波形を用意し，少な

くとも 20 波以上は必要である．一方で，ターゲットとなるシナリオ地震が予め設定されている場合は，シナリオ地震固
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有の地震波形を利用してもよい．そして，重複反射理論や非線形の逐次時刻歴解析などの手法を使い，地表面あるいは構

造物の基礎底面での加速度時刻歴波形を計算する．工学的解放基盤面における加速度時刻歴波形の応答スペクトル Sa
B(T)

と，地表面あるいは構造物の基礎底面での応答スペクトル Sa(T)を求めた上で，それぞれの比を計算する．これが応答ス

ペクトル比 Ra(T)である．求められた Ra(T)の平均を取ったものが，当該地盤の応答スペクトル比としてリスク評価に用い

る． 

 ここで，地盤は歪に依存した剛性低下と減衰の上昇など，非線形の挙動を示すため，地震波の加速度レベルに応じて応

答スペクトル比は異なる．このため，結果に与える影響が顕著と判断される場合，あるいはリスク評価の精度を求める場

合には，加速度レベルに応じた複数のスペクトル比を用意する必要がある．これを示したのが図 4.4.1-2である． 

 重複反射理論や非線形の逐次時刻歴解析に用いる地盤物性は，当該敷地の土質や N 値，PS 検層や密度試験，3 軸捩じ

り試験等の情報を基に地盤モデルを作成するが，多くは土質と N 値までの情報しかなく，PS 検層以上の物性情報は少な

いのが実状である．このため，非線形の逐次時刻歴解析は望ましいものの，同解析を実施するに足りる情報は，限られる

ことに注意する． 

 

工学的解放基盤面における加速度時刻歴波
形(2E)と加速度応答スペクトルSa

B(T)の算出

地表面における加速度時刻歴波形(2F)と加速
度応答スペクトルSa(T)の算出

重複反射理論や
非線形時刻歴解析など

加速度応答スペクトル比Ra(T)の算出
(Ra(T)=Sa (T)/Sa

B (T))

Ra(T)の平均値 の算出)(TR
a

複
数
波

 

図-4.4.1-1 表層地盤の加速度応答スペクトル比の評価フロー 
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図-4.4.1-2 加速度レベルに応じた複数の加速度応答スペクトル比の概念図 
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４.４.２ 液状化危険度の評価 

 地震リスク評価では，液状化による地盤被害が物理的被害要因の一つとなるため，液状化危険度の評価と共に，液状

化被害の発生確率を評価する必要がある． 

【解説】 

 地盤の液状化危険度の判定方法には，①地形地質や液状化履歴を基にした概略の判定法，②一般の土質調査，試験結果

を基にした簡易な判定方法，③室内液状化試験や地震応答解析を行う詳細な判定法，④模型振動台実験や原位置液状化試

験を行う方法がある 1)．このうち，②, ③は設計時にもよく用いられており，地震リスク評価に適用できる判定手法とい

える．例えば，②に関する代表的な手法としては，FL 値法がある．FL 値法は地盤内のある深さの液状化強度比と，その

土に地震時に加わる繰り返しせん断応力比の比（FL）をとって液状化に対する安全率をとり，FL≦1.0 であれば，液状化

の可能性があると判定される．FL 値は任意の深度における液状化の可能性を示す値であるが，その地点の地盤の液状化

の可能性を示す PL 値は，FL 値から求められる．また，③には，室内液状化試験により液状化強度を求め，地震応答解析

を行って地盤内に発生する繰り返しせん断応力を求めて，液状化判定を行う全応力解析と，地震時の土中の過剰間隙水圧

の上昇，消散による有効応力の変化に応じて，土の応力－ひずみ関係を次々刻々変化させる有効応力解析がある．地震リ

スク評価では，②, ③のような判定を適宜選択して行い（もしくは既往の判定結果を参照し），液状化危険度を把握する． 

 液状化危険度が高くても，液状化の程度や構造物の基礎形式によっては必ずしも被害を伴わない場合もあるため，液状

化による被害の発生を判断するには，液状化時の基礎の沈下量や杭基礎の耐力等を算定する必要がある．一方，液状化被

害の発生確率は，例えば PL 値を用いて評価することもできる．評価フローを図-4.4.2-1 に示す．図より，地震動の距離

減衰式を使い，対象サイトでの地表面最大加速度（PGA; Peak Ground Acceleration）を求める．次に，対象サイトの地盤

情報から様々な PGA の大きさに対応した PL 値を計算する．これを“液状化危険度関数”と呼ぶこととし，例を図-

4.4.2-2 に示す．当該構造物に対して液状化に伴う構造物被害が発生する PL値を設定する．図-4.4.2-2 の例では，PL値

の閾値を 20 とすると，対応する PGA は 400cm/s2程度である．この PGA の評価には誤差があると考え，その誤差の分布

は図-4.4.2-2 のように対数正規分布とする．この時，400cm/s2 が対数正規分布の中央値となり，この中央値を越える確

率が液状化被害の発生確率になる．ここで，閾値については，過去の被害事例等から適宜設定することを推奨する．但し，

被害事例がない場合や事例から閾値を設定できない場合は，平成 14 年 3 月発行の道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編 2)

に記載される図-4.4.2-3を参照し，PL値＝20 を閾値としてよいものとする．図-4.4.2-3 は，液状化時の流動化による地

盤変位と PL値の関係を示したものであるが，概ね PL値が 20 を超えると大きな地盤変位が認められる 2)．また，PGA に

関する対数正規分布のばらつきは，構造物のフラジリティカーブで設定したものの最大値，もしくはそれよりも大きな値

を設定する．なお，港湾の技術上の基準・同解説 3)においては，粒径に基づいて液状化の可能性を判定する方法と，地震

応答解析により求めた等価加速度と等価 N 値の関係から液状化の可能性を判定する方法がある．例えば，地震応答解析

を用いた液状化の判定結果と地震動強さの関係より，液状化被害の発生確率を評価するための中央値を設定することがで

きる． 

 

対象サイト

液状化被害の閾値

PL値の計算

地震ハザード評価

最大加速度

距離減衰式

地盤情報

液状化被害の確率評価
 

図-4.4.2-1 液状化被害の発生確率の評価フロー 
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図-4.4.2-2 地表面最大加速度と PL値（液状化危険度関数）の例 

 

 

図-4.4.2-3 地盤の流動変位と液状化指数の関係 2) 

 

参考文献 

1) 鹿島建設 土木設計本部: 新・土木設計の要点⑩ 耐震設計/性能設計 鹿島建設 土木設計本部編, 鹿島出版会, P.197, 

2003. 

2) 社団法人日本道路協会: 道路橋示方書・同解説 V耐震設計編, P.406, 平成 14年 3月. 

3) 社団法人日本港湾協会: 港湾の施設の技術上の基準・同解説（上・下）, P.1485, 国土交通省港湾局監修, 平成 19 年 9

月. 

 

４.５ 地震リスク評価モデルの作成 

４.５.１ 物理的被害要因の抽出と機能復旧期間 

 地震リスク評価にあたっては，収集した情報やウォークダウン，施設の運営/管理者へのヒアリングに基づき，物理

的被害要因を抽出し，併せて機能復旧期間を調査する． 
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【解説】 

 物理的被害要因は，揺れによる震動被害，液状化被害，津波被害，火災や危険物漏洩等の 2 次被害に類型化できる．液

状化被害ならびに津波被害は，標高や地盤状況などから，発生しないことが自明な場合はこれを省く．火災についても，

明らかに可燃物や着火源がない場合は，火災被害を省くことができる．また，被害要因や被害レベルに応じた機能復旧期

間をヒアリングや復旧作業に要する期間等から調査する．その際，必ずしも恒久的な修復に拘るものではなく，応急復旧

等により機能が回復する期間を優先的に考える． 

 

表-4.5.1-1 物理的被害要因の例 

空港施設等 被害要因 被害程度 復旧期間  空港施設等 被害要因 被害程度 復旧期間 

旅客 

ターミナル 

建屋被害 
中破 15 日  

場周柵 
液状化被害 液状化発生 5 日 

大破 60 日  場周柵被害 破損 5 日 

天井被害 落下 7 日  
消防 

（消防車庫） 
建屋被害 大破 30 日 

上中水シス

テム被害 
破損 7 日      

 

 表-4.5.1-1 は，旅客ターミナルビル，場周柵，消防車庫を取上げ，物理的被害要因の例を示したものである．例えば，

旅客ターミナルビルは，構造体被害として中破と大破の 2 レベル考慮している．軽微被害は発生しても機能喪失に至ら

ないから省き，また倒壊被害は耐震構造上ほぼ発生しないとの判断による．上中水システム被害は，洗面所等の水使用が

できない場合は旅客ビルとして機能しないとの判断による．またそれぞれの被害の復旧期間を付記している．場周柵につ

いては液状化の発生，ならびに地震動による破損を考えている．場周柵の復旧は，完全復旧ではなく簡易的（仮設）な柵

の作製期間として 5 日を設定している．作消防車庫については，大破した場合は消防車が出庫できないことを考慮し，

大破のみを被害要因としている． 

 

４.５.２ 外生的要因の抽出 

 救急・救命活動等の拠点機能，ならびに緊急物資・人員等の輸送等，緊急時機能のリスク評価にあたっては，物理的

要因に加え，外生的要因を抽出する．外生的要因による遅延期間も併せて調査する． 

【解説】 

 大地震時における空港活用として，救急・救命活動等の拠点機能，ならびに緊急物資・人員等の輸送拠点としての機能

等，いわゆる緊急時機能が求められている．しかしながら，地震被害は広域的に発生するため，緊急時に必要な資機材や

要員の速やかな調達，参集は出来ない可能性が高い．外生的要因とは，主に空港外からの資機材の調達，指揮命令主事者

や関連する作業員の参集等が遅延することで生じる緊急時機能の喪失要因である．また，施設の運営/管理者へのヒアリ

ング等に基づき，緊急時機能に影響を与える要因があれば，これを抽出すると共に，遅延期間も調査する． 

 

４.５.３ ユニットの分類 

 机上やウォークダウンにより収集した情報の分析結果に基づき，離間や機能面，地盤増幅特性や液状化危険度，構造

物の種類等を鑑みて，空港の地震リスクの評価範囲について，離間や機能面等で区画化された範囲をユニットとして分

類する． 

【解説】 

 机上やウォークダウンにより収集した情報の分析結果に基づき，地震リスクの評価単位として，ユニット分類を行う．

ユニットは図-4.5.3-1 に示すように，機能面で独立している場合や離間等で区画化された範囲，さらにはそれら区画化

された範囲において，同種の地盤増幅特性や液状化危険度でグルーピングできる範囲とする．また，図-4.5.3-1 の下図

にあるように，「買電と自家発電のどちらか一方が健全な場合は，電源機能は健全である」，といった機能の冗長性を表現

する場合にも，図のようにユニットを配置する．買電と自家発電が機能的に独立していることが理由である． 
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図-4.5.3-1 ユニットの分類例 

 

４.５.４ コンポーネントの分類 

 ユニットと同様に，机上やウォークダウンにより収集した情報の分析結果に基づき，ユニットの構成要素（構造物）

をコンポーネントとして分類する． 

【解説】 

 一般的に，ユニットは種々の構造物で構成され，一つの機能，あるいは役割を持っていると考える．そして，ユニット

を構成する構造物をコンポーネントと呼び，どれか一つでも地震時によって損傷すると，ユニットとしての機能が失われ

ると考える．従って，システム上では，コンポーネントは必ず直列に構成されることを原則とする（図-4.5.4-1）． 

 

 

建屋 建築設備 荷捌設備
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ターミナル

発電機 燃料タンク 蓄電池

ユニット

コンポーネント コンポーネント

自家発
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・・・ ・・・

 

 

図-4.5.4-1 コンポーネントの分類例 

 

４.５.５ システムモデルの作成 

 地震リスク（機能喪失）を評価するためのシステムモデルを作成する．システムの構成は，直列，並列，あるいはそ

れらの混合型のモデルとして記述する．構成要素は，分類したユニットやコンポーネント，また抽出した物理的被害要

因及び外生的要因に基づき，設定する． 

【解説】 

 復旧曲線と健全度曲線を評価するためには，ユニットやコンポーネント，あるいは物理的被害要因及び外生的要因に基

づいた構成要素を，システムとしてモデル化する．システムモデルの例 1)を図 4.5.5-1～図 4.5.5-3 に示す．図の網掛け

は，外生的要因によるもので，機能停止に至る要因として，システム上では物理的被害要因と同義である．なお，システ

ムモデルに要員参集等の外生的要員を取り入れることは，BCP で行われる事後対応策に該当し，これは本ガイドライン
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に示す地震リスク評価における大きな特徴と言える． 

 

津波浸水

ｱｸｾｽ連絡橋

ｱｸｾｽ船舶

場周柵 場面管理

管制塔

ガンセット

電源局舎 消防

誘導路 エプロン
旅客ターミナル

ビル
自家発 自家発 自家発

点検

買電

（ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ） （管制塔） （電源局舎）

ｱｸｾｽ機能 管制機能

電源機能

滑走路

 

図-4.5.5-1 民航運航性能に関するシステムモデル 1) 
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図-4.5.5-2 固定翼機の運航性能に関するシステムモデル 1) 
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図-4.5.5-3 回転翼機の運航性能に関するシステムモデル 1) 

 

 システムモデル作成の注意点として，津波浸水が発生した場合，浸水範囲に位置する構造物は一律に利用できなくなる．

その他，例えば大規模液状化による被害等，この種の被害は統計的には完全相関と解釈できることから，機能喪失の構成

要素として別途設け，システムモデルの最前列に配置する． 

 

参考文献 

1) 小野正博, 中島由貴, 中村孝明, 静間俊郎: 空港の性能維持/早期復旧に関する地震リスク, 国土技術政策総合研究所第

830号, P.41, 2015. 

 

４.６ フラジリティカーブの評価 

４.６.１ フラジリティカーブの評価 

 地震リスクを評価するためには，マルチイベントモデルで抽出したシナリオ地震毎に損傷確率を評価する必要があ

る．損傷確率は各ユニットの各コンポーネントにおける被害要因や被害レベル毎のフラジリティカーブから読み取るた

め，フラジリティカーブを評価する必要がある． 
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【解説】 

 フラジリティカーブは，地震動強さに従い損傷確率を示した曲線（図-4.6.1-1）であり，構造物の地震応答，耐力，複

合偏差から次式により求められる． 
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但し， 222
RCZ    

 

ここに，Fx(rm)は，応答の中央値 rmを変数とした損傷確率（対数正規分布の非超過確率），cmは耐力の中央値，ζC, ζRは応

答と耐力の対数標準偏差，ζZ は応答と耐力のばらつきを組み合わせた複合偏差である．なお，応答の中央値と耐力の中央

値と加速度や速度等で評価する． 
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図-4.6.1-1 フラジリティカーブの例 

 

４.６.２ 不確実性の設定 

 フラジリティカーブに含まれる不確実性は，地震危険度の設定に関する不確実性，サイトの地震動評価に関する推定

誤差，地盤増幅特性の評価誤差，地震動強さによる建物の応答評価誤差，建物の耐力のばらつき，モデル化不確定性の

6つに分けられ，これらは複合偏差として表される． 

【解説】 

（１）複合偏差の要因 

フラジリティカーブに含まれる不確実性は，①地震危険度の設定に関する不確実性，②サイトの地震動評価に関する

推定誤差，③地盤増幅特性の評価誤差，④地震動強さによる建物の応答評価誤差，⑤建物の耐力のばらつき，⑥モデル

化不確定性の 6つに分けられる． 

①は使用した地震カタログや地震領域の設定，危険度解析の方法等よって異なるものの，基本的には，長期間の地震

活動の調査ならびに統計処理によって評価されるものである．統計データの取得期間が短い現状では，この種の不確実

性を改善する余地は少ない．②は基本的には距離減衰式の誤差によるものであるが，不均一かつ不整合の自然地盤を通

しての地震動の伝播という波動学的に困難な問題に起因しており，早急の改善は期待できない．③は工学的基盤面から，

地表面あるいは対象施設の基礎底面までの地震動の増幅特性の評価誤差である．この誤差は，地盤情報の精度や量，評

価手法によって異なる．④は地震動強さ（最大加速度，最大速度，最大変位，加速度応答スペクトル，計測震度等）に

よって異なるものの，規模別の地震動による時刻歴応答解析を種々行い，一定のクライテリアを超えるか超えないかを

被害発生基準とし，統計処理を行うことで，リスク評価に必要な精度で解析的に評価できる性質のものである．⑤は使



国総研資料 No.863 

-43- 

われた設計基準や設計者個々の安全への配慮，施工精度や材料強度のばらつき等から構成される耐力の個体差である．

統計的なばらつきであることから基本的には改善の対象とはならないが，今後の設計コードや設計法の改善，ユニット

施工，新材料の登場によっては改善の余地はある．⑥は解析モデルに内在する不確定性であり，改善の対象となるもの

の，被害事例や実験等の情報が必要である． 

①と②は，地震ハザード解析に係るばらつき，③～⑥はフラジリティカーブの評価に係るばらつきである．被害事例

に基づく統計解析によるばらつきは，②～⑥が複合されたものである．①が除外される理由は，既に発生した地震を対

象としているからである．それぞれを独立と仮定すると，統計解析によって求められるばらつき（複合偏差）ζZ は，以

下のように分解できる． 

 

 
22222

⑥⑤④③②
 Z  (4.6.2-1) 

 

一方，シナリオ地震に基づく地震リスク評価においては，①のばらつきは含めないのが一般的である．図-4.6.2-1

は，建物の層間変位を被害の判断基準とした場合の不確実性の要因を概念的に示したものである．なお，⑥の解析モデ

ルに内在する不確定性は，②～⑤の各所に関わる． 
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図-4.6.2-1 不確実性の要因 

 

（２）統計解析による複合偏差 

 フラジリティカーブに関する統計評価は兵庫県南部地震以降活発になり，建築物，道路橋脚及び日本と米国の道路橋

のフラジリティカーブを比較した研究 1)～8)等がある．エキスパートジャッジにより求めた事例も含め，統計解析により

評価したフラジリティカーブのばらつき（対数標準偏差）の比較例を吉川ら 9)が整理しており，これを表-4.6.2-1 に示

す．表-4.6.2-1より，フラジリティカーブの複合偏差 ζZは，建築物では 0.5～0.8 程度，道路橋脚では，0.4～0.7 程度の

範囲と考えられる． 

 なお，安中ら 10)等の研究によると，距離減衰式の誤差のばらつきは，対数標準偏差で 0.45～0.50程度である． 
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表-4.6.2-1 対数標準偏差の報告例（吉川ら 9）） 

構造物 損傷形態 対数標準偏差 参考文献
C 0.59
B 0.45

AS or A 0.43
minor 0.84

moderate 0.72
major 0.65

collapse 0.67
slight

moderate
extensive
complete

slight 0.45
moderate 0.55
extensive 0.60
complete 0.70

slight 0.75
moderate 0.76
extensive 0.81

小破 0.538
中破 0.445
大破 0.467
小破 0.672
中破 0.679
大破 0.677
slight 0.84

moderate 0.90
extensive 1.00
complete 0.97

0.6
(recommended)

中村他（1998）

Shinozuka et al.
（2001）

Mander（1999）

高速道路橋

Highway Bridges

Highway Bridges

Grossi（2000）

HAZUS99（1999）

望月他（2000）

中高層住宅

Buildings
(low-rise wood frame)

Railway Bridges

Buildings
(low-rise reinforced

concrete)

低層戸建住宅
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1996. 

2) 林康裕, 宮腰淳一, 田村和夫: 1995年兵庫県南部地震の建物被害に基づく最大地震動分布に関する考察,日本建築学会構
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10) 安中正, 山崎文雄, 片平冬樹: 気象庁 87 型強震計記録を用いた最大地動及び応答スペクトル推定式の提案, 第 24 回地

震工学研究発表会公演論文集, pp.161-164, 1997 
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４.６.３ 耐震性の評価 

 フラジリティカーブの評価にあたっては，各種構造物の耐震性能を評価する必要がある．耐震性能については，構造

物の振動特性と表層地盤の増幅特性を考慮した応答値を算定し，この算定結果と収集した情報の分析結果（耐震設計上

の特徴等）に基づき耐力の中央値を算定して評価する． 

【解説】 

 フラジリティカーブの評価にあたっては，時刻歴地震波形（実地震波を用いる方法，模擬地震波を用いる方法）を用い

て統計的に評価する方法，距離減衰式から応答スペクトルを得て，この応答スペクトルから評価する方法等，様々である．

どの手法を用いるかは，目的や得られる情報の精度，あるいは労力を勘案して適宜選定するべきであるが，本ガイドライ

ンでは加速度応答スペクトルを用いて評価する方法を解説する． 

 工学的基盤面での耐力中央値 cm (cm/s2)の算出の流れを示したのが図-4.6.3-1 である．まず，工学的基盤面における基

準化加速度応答スペクトル Sa
NB(T)を設定する．ここに，T は周期，添え字 a は加速度，N は基準化，B は基盤の意味を持

つ．前述の 4.4.1 に示した方法に則り，地盤の加速度応答スペクトル比の平均値 )(TRa を求めた上で，地表面の基準化加

速度応答スペクトル SaN(T)を以下のように求める． 

 

 )()()( TSTRTS NB
aa

N
a   (4.6.3-1) 

 

 次に，対象構造物の１次固有周期 T1，応答加速度換算の耐力 aを求め，これを工学的基盤面での耐力中央値 cmに換算

する．換算式は次式となる． 
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a
c

N
a

m   (4.6.3-2) 

 

(4.6.3-2)式は(4.6.3-1)式を用いて，次式のように書き換えられる． 
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NB
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  (4.6.3-3) 

 

一般的に，シナリオ地震による作用地震動は，工学的基盤面で規定する場合が多い．ここで示した方法は，構造物の耐

力を工学的基盤面に換算しているので，構造信頼性理論に基づき，フラジリティカーブを直接求めることができる． 

 

地盤増幅率（加速度応答スペクトル比）の
平均値 の算出

工学的基盤面における基準化加速度応答
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N(T)の算出（Sa
N(T)= ・Sa

NB(T)）

任意の地震によるスペクトルや告
示スペクトルなど

固有値解析，耐力値a(cm/s2)，
固有周期T1の算出

対象構造物の工学的基盤面での
耐力中央値cm (cm/s2)の算出

（cm=a/ Sa
N(T1) ）

)(TR
a

)(TR
a

 

 

図-4.6.3-1 工学的基盤面での耐力中央値の算出フロー 
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なお，上記の方法は，地震動に対する構造物の応答が線形と見做せる範囲であり，特に構造物の非線形応答を考慮した

cmの評価方法は，付録 B：技術資料-2に一例を示す． 

 

４.７ 地震リスクの評価 

４.７.１ 財物損失額の評価 

 地震リスクとして評価する財物損失額にあたっては，抽出した被害要因毎に想定される損失額の総和をとり，これに

各被害形態の発生確率を乗じて足し合わせることで損失期待値を算出する． 

【解説】 

 財物損失額の評価手法はイベントツリー解析を用いて解説する．イベントツリーは，被害の進展や連鎖的発生，組合せ

などを分析/評価するのに適した方法である．基本的には，様々な被害や被害レベルの組合せ事象の確率を評価する方法

として利用するが，被害の関連性を視覚的に把握できることから，第三者への説明の際にも有用する．イベントツリーの

例を図-4.7.1-1，図-4.7.1-2に示す． 

 図-4.7.1-1 では，被害要因として，津波浸水被害，建屋の震動被害，設備の震動被害の 3 つを考えている．津波浸水

被害は，無被害と津波による浸水の 2 モード，建屋の震動被害は，無被害，軽微，倒壊の 3 モード，設備の震動被害は，

無被害と損傷の 2 モードとしている．それぞれの被害要因は排反事象の集合として全てをつくすと，被害形態の総数は 2

×3×2＝12 となる．但し，津波による浸水や建屋の倒壊が生じると全損になるため，図-4.7.1-1 に示すように末端の分

岐数は 6，つまり被害形態は 6 に集約できる．一方，図-4.7.1-2は，イベントツリーによる財物損失額の期待値（損失期

待値）の計算例である．各分岐には各被害モードの発生確率，また（ ）に各被害モードによる財物損失額を示している．

被害形態の発生確率は，各被害モードの発生確率の積，財物損失額は，各被害モードの損失額の和をとり，損失期待値は

各被害形態の発生確率とその財物損失額の積和で求められる． 

 

地震発生

津波浸水
被害

建屋の
震動被害

設備の
震動被害

無被害

設備の損傷

建屋の軽微被害

建屋の軽微被害と設備の損傷

建屋の倒壊（全損）

津波による浸水被害（全損）

無被害

津波による浸水

無被害

軽微

倒壊

無被害

損傷

無被害

損傷

被害要因

被害形態

被害モード（または損傷モード）
 

図-4.7.1-1 イベントツリーの例 

 

地震発生

津波浸水
被害

建屋の
震動被害

設備の
震動被害

0.554

0.238

0.125

0.053

0.020

0.010

0.99（0百万円）

0.01（600百万円）

0.80（0百万円）

0.18（40百万円）

0.02（600百万円）

0.70（0百万円）

0.30（10百万円）

0.70（0百万円）

0.30（10百万円）

0百万円

10百万円

40百万円

50百万円

600百万円

600百万円

0百万円

2.38百万円

5.00百万円

2.65百万円

12.00百万円

6.00百万円

①発生確率 ②財物損失額 ①×②

28.03百万円∑

損傷確率
財物損失額

損失期待値
 

図-4.7.1-2 イベントツリーによる損失期待値の計算 
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４.７.２ 逸失利益の評価 

 地震リスクとして評価する逸失利益にあたっては，システムモデルを用いて評価された空港全体の復旧期間の期待値

に固定費等を乗じて算出する． 

【解説】 

 逸失利益は，復旧曲線から求まる復旧期間の期待値に，その復旧期間中に得られたはずの売上高等を乗じて求める．な

お，4.7.3 に記すように，復旧曲線は D 曲線と T 曲線の 2 種類が求められるが，復旧期間の期待値は，T 曲線から求めて

も D曲線から求めても同じ値となる． 

 なお，逸失利益の留意点として，事業活動が行えない期間は売り上げの減少と共に，原材料費や光熱費，外注費等も減

ることになる．つまり製造減価は下がることになる．但し，従業員への給料や公租公課などの固定費に加え，事業を継続

していなくても支払わなくてはならない経費はある．このため費用の仕分けには留意が必要である．一般的には，粗利益

や売上総利益が近いといえる． 

 

４.７.３ 復旧曲線の評価 

 地震リスクとして評価する復旧曲線にあたっては，本来の機能が低下あるいは停止し，その後，機能が回復するまで

の経時的なプロセスを，システムモデルを用いて評価する必要がある．なお，復旧曲線には，性能を確率変数として求

めた期待値を示す D 曲線と，被災後経過時間を確率変数として求めた期待値を示す T 曲線があり，それらを適宜選択

して評価する． 

【解説】 

 復旧曲線は，本来の性能が低下あるいは停止し，その後元の性能に回復するまでの経時的なプロセスを描いたもので，

復旧過程を視覚化した曲線である．横軸は被災後経過時間，縦軸は復旧率（性能回復率）である．縦軸の性能は一般的に，

本来の性能を 1.0 とした性能回復率で表すことが多い．一方，地震被害の発生や被災後経過時間は不確実性を伴い，確定

的に設定することはできない．つまり一貫して確率論的アプローチを採る必要があるが，この場合，様々な（無数の）復

旧過程が予想され，予想に漏れがない限りこの中の一つは必ず実現することになる．しかしながら，実現するであろう復

旧曲線を特定することはできないため，平均的な曲線を求め，これを復旧曲線として代表する．図-4.7.3-1 と図-4.7.3-

2 に示す太線の D 曲線と T 曲線がこれに相当する．D 曲線は，復旧率（性能回復率）を確率変数に縦軸に分布する曲線

群の期待値を被災後経過時間に対して結んだ曲線であり，一方の T 曲線は，被災後経過時間を確率変数に，横軸に分布

する曲線群の期待値を復旧率に対して結んだ曲線である． 

 

性能回復率r

D曲線

fR(r|t)

 

図-4.7.3-1 復旧曲線（D 曲線）の概念図 
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性能回復率r

T曲線

fT(t|r)

 

図-4.7.3-2 復旧曲線（T曲線）の概念図 

 

 D曲線と T 曲線の左上の面積を復旧期間の期待値（RTE; Recovery Time Expectancy）と呼び，D 曲線と T曲線の双方の

RTE は一致する．また，D 曲線と T 曲線は相互補完的であり，一方が求まれば，他方を求めることができる．どちらの

復旧曲線を用いるかは，地震リスク評価やリスクマネジメントの目的や方針によって，適宜判断する． 

 D曲線 RD(t)及び T曲線 RT(r)は以下のように求めることができる． 

  

0.1

0

0.1

0

)|()|()( drtrGdrtrfrtR RRD  (4.7.3-1) 

 




00

)|()|()( dtrtGdtrtftrR TTT  (4.7.3-2) 

 ここに，t は時間（被災後経過時間），r は復旧率（性能回復率）を表す．また，fR(r|t)は時間 t を条件とした復旧率 r の

確率密度関数であり，fT(t|r)は復旧率 r を条件とした時間 t の確率密度関数である．一方，GR(r|t)は時間 t を条件とした復

旧率 r の超過確率関数であり，GT(t|r)は復旧率 r を条件とした時間 t の超過確率関数である．GR(r|t)と GT(t|r)には以下の関

係がある． 

 

 )|()|(1 rtGtrG TR   (4.7.3-3) 

 

(4.7.3-3)式より，復旧曲線を求める場合は，GR(r|t)，もしくは GT(t|r)のどちらか一方を求めればよい．なお，システム全

体の復旧期間の期待値（RTE）を求めると，D曲線から求められる期待値 E(D)は以下のようになる． 

 

    




0

0.1

00

)|()(1)( dtdrtrGdttRDE RD  (4.7.3-4) 

 

また，T 曲線から求められる期待値 E(T)は以下のようになる． 

 

  




0.1

0 0

0.1

0

)|()()( drdtrtGdrrRTE TT  (4.7.3-5) 
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 一方，要求性能に関して安全側の評価をする場合には，危険側の復旧曲線を評価すればよい．例えば，90%非超過値に

対する D曲線 r(t)及び T曲線 t(r)は以下のように求めることができる． 

 

)(

0

)|(9.0

tr

R drtrG  (4.7.3-6) 

 

)(

0

)|(9.0

rt

T dtrtG  (4.7.3-7) 

 

４.７.４ 健全度曲線の評価 

 地震リスクとして評価する健全度曲線にあたっては，空港が地震時に健全で機能的に使用できる確率を，システムモ

デルを用いて評価したある性能の超過確率関数を用いて経時的に評価する． 

【解説】 

 地震発生後，空港は救急・救命活動や緊急物資・人員等輸送等の緊急対応の拠点としての役割を担う．このとき，緊急

対応の拠点としては，発災後必要とされる時間断面で必要な性能の健全度を維持することが求められる．そこで，発災か

らの経過時間に対応した性能の健全度，いわゆる健全確率を評価する．健全確率が小さく，許容範囲を下回るのであれば

何らかのハード対策が必要になる．時間依存の健全確率を p(t) とすると，復旧率（性能回復率）rの超過確率関数 GR(r| t)

から以下のように求めることができる． 

 

0.1

)|()|()(

s

RRsr drtrftsrGtp  (4.7.4-1) 

ここに，s は緊急時に必要となる最小限の性能であり，fR(r|t)は時間 t を条件とした復旧率（性能回復率）r の確率密度関

数である．(4.7.4-1)式にて求められる関数を，本ガイドラインでは健全度曲線と呼び，概念図を図-4.7.4-1 に示す．図の

奥の軸は健全度（健全確率）の確率を示している． 

 

性能回復率r

健全度(健全確率)

健全度曲線

fR(r|t)

性能閾値s

 

図-4.7.4-1 健全度曲線の概念図 

 

４.７.５ システムの復旧期間と復旧期間の超過確率関数 

 システムモデル全体の復旧期間は，システムモデルの構成（直列型，並列型）を考慮して求める．これは，システム

の復旧率 rを条件とした復旧期間 tの超過確率関数 GT(t|r)を求めることと同義である． 

【解説】 

 システムの機能停止は，構成要素であるユニットやコンポーネントの物理的被害要因及び外生的要因によって引き起こ
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され，構成要素の被害は同時に復旧できるものとする．同時復旧下では，直列システムの復旧期間は次式のように求めら

れる． 

 

 ),,,max( 21 nTTTT   (4.7.5-1) 

 

ここに，Ti, i=1～nはユニットやコンポーネントの復旧期間の確率変数，nはその総数である．Tはシステムの復旧期間の

確率変数である．一方，並列システムの復旧期間は次式のように求められる． 

 

 ),,,min( 21 nTTTT   (4.7.5-2) 

 

 なお，(4.7.5-1)式中の max( )は，それぞれの確率変数（復旧期間）の組合せの最大値が選択され，min( )は最小値が選択

される．復旧期間の超過確率関数 GT(t|r)は，ユニットやコンポーネントの損傷事象の独立を前提に，直列システムは以下

となる． 

  




n

i

TT rtGrtG
i

1

)|(11)|(  (4.7.5-3) 

ここに，GTi(t|r), i=1～nは，ユニットやコンポーネントの復旧率（性能回復率）rを条件とした復旧期間の確率関数である．

一方，並列システムの場合は以下のようになる． 

 




n

i

TT rtGrtG
i

1

)|()|(  (4.7.5-4) 

したがって，(4.7.5-3), (4.7.5-4)式を使い，システムの復旧期間の超過確率関数を求めることができる． 

 

４.７.６ 逸失死者数の推計 

 逸失死者数にあたっては，空港に滞在する生存者数から発災後に救出された人数を差し引いて推計する．生存者の救

出率については，兵庫県南部地震等の諸地震における過去の事例の調査結果を参照する方法がある． 

【解説】 

 生存者の救出率については．図-4.7.6-1 に示すようなデータ 1)があるため，このような事例を参照して逸失死者数を

推計する．例えば，図-4.7.6-1 の生存率を健全度曲線に乗じれば，発災後からの経過日数に応じた生存率の期待値が求

められる．さらに，生存率の期待値に被災空港における滞在人数を乗じることで生存者数が推定される． 
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図-4.7.6-1 発災からの救出時間による生存救出率 1) 

 

参考文献 

1) 鵜飼卓: 阪神・淡路大震災の経験から新たな災害医療システムの構築へ, 救急医療ジャーナル No.14, 1995. 
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５．地震リスクマネジメントの実施 

５.１ 対策の優先順位の考え方 

 対策については，ボトルネック指標の大きい順から優先的に実施することが望ましい．ボトルネック指標は，システ

ムの構成要素であるユニットやコンポーネント，その他の被害要因毎に求めた復旧期間の期待値に，被害要因の重要度

を乗じて算出する． 

【解説】 

 多数の要素で構成された複雑なシステムになると，ボトルネックとなるユニットやコンポーネントを見出すことが難し

く，このため，優先的に対策をすべきユニットやコンポーネントの選定や対策優先順位を把握することが困難となる．シ

ステム内の脆弱性を見出す幾つかの指標 1,2)が提案されているため，これらの指標を用いることが考えられるが，ここで

は，ボトルネック指標（Bottleneck Index）（以下，BI）を評価する方法を解説する．BI はユニットやコンポーネント毎に

評価され，システムの構成要素であるユニットやコンポーネント，その他の被害要因毎に求めた復旧期間の期待値に，被

害要因の重要度を乗じて算出される指標である．式で表すと次のようになる． 

 

 niTEeBI iii ～1),(   (5.1-1) 

 

ここに，i は各ユニットやコンポーネント，n はその総数，ei は全機能への影響度である．E(Ti)はシナリオ地震の発生を

条件とした各ユニットもしくはコンポーネントの復旧期間の期待値を表し，次式のようになる． 

 

  

jall

jji tpTE )(  (5.1-2) 

 

ここに，j は被害形態，pjと tjは被害形態の発生確率ならびに復旧期間である．(5.1-1)式より BIiは時間の単位を持つ．BIi

の算出例を表-5.1-1 に示す．同表は，ユニットとコンポーネントの被害要因，重要度，復旧期間の期待値の順で示して

いる．重要度は，当該ユニットおよびコンポーネントが被害を受けた際に，運航が停止する場合を 1.0 としている．0.6

は，被害が発生しても 40％運航できること，0.4 は被害が発生したとしても 60％運航できることを示している．同表より，

旅客ターミナル Aの非構造部材の震動被害が最も弱いため，この部分から耐震対策を実施すべきことがわかる． 

 

表-5.1-1 ボトルネック指標（BI）の算出例 

ユニット，コンポーネント
の被害要因

重要度
復旧期間の
期待値（日）

BI

旅客ターミナルAの非構造部材の震動被害 0.60 20.30 12.18

旅客ターミナルBの非構造部材の震動被害 0.40 22.50 9.00

滑走路の大規模液状化被害 1.00 7.60 7.60

エプロンの大規模液状化被害 1.00 7.10 7.10

誘導路の大規模液状化被害 1.00 7.00 7.00

電源局舎の震動被害 1.00 5.30 5.30

旅客ターミナルAの設備被害 0.60 8.50 5.10

旅客ターミナルBの設備被害 0.40 12.60 5.04

場面管理の震動被害 1.00 5.00 5.00

管制塔の設備の震動被害 1.00 4.90 4.90

自家発の燃料タンクの震動被害 1.00 2.00 2.00  

 

参考文献 

1) 能島暢呂: 要素破壊の相関性を考慮したネットワーク最大フロー評価のシミュレーション, 土木学会論文集 A1, Vol.65, 

No.1, pp.776-788, 2009. 

2) Henley, E. J. and Kumamoto, H.: Reliability Engineering and Risk Assessment, Prentice Hall, 1981. 
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５.２ 目標の照査 

 地震リスクの評価結果（復旧曲線や健全度曲線）と目標とする要求性能を比較し，対策の必要性を検討する． 

【解説】 

 地震リスクとして算出した復旧曲線や健全度曲線と目標とする要求性能を比較し，ハードやソフト対策の必要性を検討

する．復旧曲線ならびに健全度曲線でみた目標の照査例を図-5.2-1 及び図-5.2-2 に示す．なお，図-5.2-1 は復旧曲線と

照査基準を示した図であるが，照査基準は目標性能と目標復旧期間の 2 軸から成る．一方，図-5.2-2 は健全度曲線と照

査基準を示した図であるが，照査基準は目標健全確率と着目期日の 2 軸から成る．復旧曲線も健全度曲線も第 2 象限を通

るように対策事業，あるいは諸施設の耐震性能を規定すればよい．なお，目標健全確率と着目期日は，被災後経過時間と

伴に，数段階設定してもよい． 
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 図-5.2-1 復旧曲線で見た目標性能の照査例 図-5.2-2 健全度曲線で見た目標性能の照査例 

 

５.３ 対策と効果の検討 

５.３.１ 対策の実施方針 

 対策の費用対効果や対策の優先順位を検討するため，5.1 で求めた対策の優先順位に基づき，対策優先箇所について

ハード的な側面，もしくはソフト的な側面から対策事業を計画する． 

【解説】 

 地震対策は，5.1 に示したボトルネック指標の大きな順に実施することが，地震リスクを軽減するために効率的である．

したがって，ボトルネック指標の大きさに基づき，耐震補強等のハード対策を計画する必要がある． 

 

５.３.２ 効果の検討 

 対策の効果を検討するため，種々の対策を想定して各種対策事業に対して地震リスクの再評価を行い，対策を講じた

場合の地震リスクの軽減量を算出する． 

【解説】 

 対策の効果を検討するためには，5.3.3 で述べる対策費用と共に，地震リスクの軽減量を算出し，それらを鑑みる必要

がある．具体的には検討した種々の対策事業に基づき，フラジリティカーブや被害が生じた場合の復旧期間を改善して，

地震リスクの再評価と目標性能との再比較を行うことになる．復旧曲線ならびに健全度曲線で見た対策前後の地震リスク

評価の比較例を図-5.3.2-1及び図-5.3.2-2に示す． 
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 図-5.3.2-1 復旧曲線で見た対策の効果の比較例 図-5.3.2-2 健全度曲線で見た対策の効果の比較例 

 

５.３.３ 対策事業の費用の算出 

 費用対効果の検討するため，5.3.1で計画した各対策事業に対して，その費用を算出する． 

【解説】 

 5.3.2 で述べたように，費用対効果を検討するために，対策事業を実施した場合の地震リスク軽減量と共に，検討した

対策事業に掛かる費用を算出する必要がある．その際，費用は，対策事業計画の詳細性に応じて，概算費用もしくは詳細

費用を適宜算出する． 

 

５.３.４ 費用対効果の検討 

 費用対効果の検討方法は，対策を講じた場合の地震リスクの軽減量と対策事業に掛かる費用を比較して行う． 

【解説】 

 対策を講じた場合の地震リスクの軽減量は，想定した対策に対して地震リスクを再評価することにより求められる．こ

の軽減量と対策事業に掛かる費用を比較することで，費用対効果の検討が可能となる． 
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６．地震リスクマネジメントの運用 

６.１ 運用体制の整備 

 地震リスクマネジメントを効果的に行うため，組織内等に運用体制を整備する必要がある．また，他空港とも情報を

共有化し，連携体制を構築する． 

【解説】 

 地震リスクマネジメントを実施し，システムとして運用するためには，まずそのための運用体制を整備する必要がある．

運用体制の整備では，一般的には空港を運営する組織の中から CRO（Chief Risk Officer）を選任し，CRO を委員長とす

るリスクマネジメント委員会を設置する．当該委員会は組織のリスクマネジメントに関する承認，諮問機関として各部門

や部署のリスクマネジメントを統括する 1)．また，空港の地震時の目標性能を確保するため，他空港ともリスク情報を共

有化し，連携体制を構築することが望ましい． 

 

参考文献 

1) 経済産業省: 事業リスク評価・管理人材育成システム開発事業 先進企業から学ぶ事業リスクマネジメント実践テキス

ト－企業価値の向上を目指して－, P.301, 平成 17年 3月. 

 

６.２ 評価の見直しや改善 

 地震リスクマネジメントの有効性の低下や陳腐化を防ぐため，定期的に点検を行う必要がある．また，問題点が確認

された場合には評価の見直し等，改善を行う． 

 

【解説】 

 空港に限らず建築物や土木構造物等の施設は，施設の拡充や補修・補強により，その様相は年数の経過に伴い変化して

いく．したがって，地震リスクマネジメントの有効性低下や陳腐化を防ぐため，地震リスクマネジメントの内容や実施状

況等について，定期的に見直しを行う必要がある．特に構造物が増築された場合や補強によりシステム構成が変化したり，

構造物の耐震性が向上した場合，あるいは地震リスク評価の実施後に新たな耐震的な不具合が確認された場合においては，

リスクの再評価を実施し，地震リスクマネジメントの見直し等，積極的に改善を行う必要がある． 
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技術資料－１ 地震危険度の表記方法 

 マルチイベントモデルでは，地震危険度を評価する対象施設が存在する地点について，被害をもたらす可能性があるシ

ナリオ地震を全国規模で特定する．具体的なマルチイベントによる地震危険度の表記例を表技-1-1，表技-1-2 に示す．

各表は工学的基盤での最大加速度（PBA ; Peak Engineering Bedrock Acceleration）の大きい順にシナリオ地震を 1 位～100

位までを示したもので，右から No.，震源名，M（マグニチュード），PBA，年発生確率，年超過確率を表している．こ

れをイベントリストと呼び，マルチイベントモデルによる地震危険度はこのようなリストで表されることになる．なお，

震源名が緯度/経度で表示されている地震は，背景地震（地表面に断層として表れない中規模な地殻内地震）である． 

 

表技-1-1 地震危険度の表記例 

（PBAの大きい上位 1～50 位のイベントリスト） 

No. 震源名 Ｍ PBA(cm/s2) 年発生確率
年超過確率

（累積確率）
1 ( 139.65 , 35.95 )            M7.0 521 0.0000094 0.0000094
2 ( 139.55 , 35.95 )            M7.0 486 0.0000177 0.0000271
3 関東平野北西縁断層帯主部      M8.0 478 0.0000000 0.0000271
4 ( 139.65 , 35.85 )            M7.0 472 0.0000177 0.0000448
5 ( 139.55 , 35.85 )            M7.0 448 0.0000177 0.0000625
6 ( 139.75 , 35.95 )            M7.0 428 0.0000094 0.0000719
7 ( 139.65 , 35.95 )            M6.5 423 0.0000257 0.0000976
8 ( 139.55 , 35.95 )            M6.5 397 0.0000382 0.0001358
9 ( 139.75 , 35.85 )            M7.0 388 0.0000094 0.0001452
10 ( 139.65 , 36.05 )            M7.0 384 0.0000093 0.0001545
11 ( 139.65 , 35.85 )            M6.5 367 0.0000383 0.0001928
12 ( 139.55 , 36.05 )            M7.0 362 0.0000093 0.0002021
13 ( 139.45 , 35.95 )            M7.0 356 0.0000177 0.0002198
14 ( 139.45 , 35.85 )            M7.0 328 0.0000177 0.0002375
15 ( 139.55 , 35.85 )            M6.5 324 0.0000383 0.0002758
16 ( 139.75 , 36.05 )            M7.0 322 0.0000093 0.0002851
17 ( 139.65 , 35.75 )            M7.0 303 0.0000178 0.0003029
18 ( 139.75 , 35.95 )            M6.5 297 0.0000257 0.0003286
19 ( 139.65 , 35.95 )            M6.0 291 0.0000706 0.0003992
20 ( 139.55 , 35.75 )            M7.0 290 0.0000178 0.0004169
21 ( 139.85 , 35.95 )            M7.0 288 0.0000094 0.0004263
22 ( 139.45 , 36.05 )            M7.0 283 0.0000093 0.0004356
23 ( 139.55 , 35.95 )            M6.0 274 0.0000825 0.0005180
24 ( 139.85 , 35.85 )            M7.0 271 0.0000094 0.0005274
25 ( 139.75 , 35.75 )            M7.0 266 0.0000178 0.0005451
26 ( 139.75 , 35.85 )            M6.5 260 0.0000257 0.0005708
27 ( 139.65 , 36.05 )            M6.5 257 0.0000257 0.0005965
28 ( 139.65 , 35.85 )            M6.0 251 0.0000825 0.0006790
29 ( 139.85 , 36.05 )            M7.0 241 0.0000093 0.0006883
30 ( 139.35 , 35.95 )            M7.0 240 0.0000177 0.0007060
31 ( 139.45 , 35.75 )            M7.0 240 0.0000178 0.0007238
32 ( 139.55 , 36.05 )            M6.5 239 0.0000257 0.0007494
33 ( 139.65 , 36.15 )            M7.0 236 0.0000093 0.0007587
34 ( 139.45 , 35.95 )            M6.5 234 0.0000382 0.0007969
35 ( 139.35 , 35.85 )            M7.0 229 0.0000177 0.0008146
36 ( 139.55 , 36.15 )            M7.0 229 0.0000093 0.0008240
37 ( 139.55 , 35.85 )            M6.0 218 0.0000825 0.0009064
38 ( 139.75 , 36.15 )            M7.0 215 0.0000093 0.0009158
39 ( 139.45 , 35.85 )            M6.5 212 0.0000383 0.0009540
40 ( 139.85 , 35.75 )            M7.0 211 0.0000178 0.0009717
41 ( 139.35 , 36.05 )            M7.0 208 0.0000177 0.0009894
42 ( 139.75 , 36.05 )            M6.5 208 0.0000257 0.0010150
43 関東05（M7.1）                M7.1 207 0.0027205 0.0037328
44 ( 139.95 , 35.95 )            M7.0 199 0.0000094 0.0037421
45 ( 139.45 , 36.15 )            M7.0 198 0.0000093 0.0037514
46 関東04（M7.1）                M7.1 198 0.0027205 0.0064617
47 ( 139.65 , 35.95 )            M5.5 197 0.0001941 0.0066545
48 1703,1923 関東                M8.0 195 0.0016587 0.0083022
49 立川断層帯                    M7.4 194 0.0004305 0.0087291
50 ( 139.65 , 35.75 )            M6.5 192 0.0000383 0.0087670  
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表技-1-2 地震危険度の表記例 

（PBAの大きい上位 51～100位のイベントリスト） 

No. 震源名 Ｍ PBA(cm/s2) 年発生確率
年超過確率

（累積確率）
51 ( 139.95 , 35.75 )            M7.0 198 0.0000706 0.0088370
52 ( 139.45 , 35.55 )            M7.0 198 0.0000094 0.0088463
53 ( 139.75 , 35.35 )            M6.5 192 0.0000178 0.0088639
54 ( 139.75 , 35.25 )            M7.0 192 0.0000178 0.0088815
55 ( 139.45 , 35.45 )            M7.0 191 0.0000178 0.0088991
56 ( 139.85 , 35.25 )            M7.0 187 0.0027205 0.0115954
57 関東平野北西縁断層帯主部      M8.0 186 0.0001779 0.0117713
58 ( 140.05 , 35.35 )            M7.0 185 0.0000383 0.0118091
59 ( 139.85 , 35.55 )            M5.5 184 0.0000257 0.0118345
60 ( 139.85 , 35.35 )            M6.5 182 0.0000093 0.0118437
61 ( 139.55 , 35.55 )            M6.5 180 0.0000257 0.0118691
62 関東09（M7.1）                M7.1 179 0.0000178 0.0118867
63 ( 139.55 , 35.75 )            M7.0 179 0.0000093 0.0118959
64 ( 139.65 , 35.25 )            M7.0 178 0.0027205 0.0145840
65 立川断層帯                    M7.4 177 0.0000177 0.0146015
66 ( 139.45 , 35.65 )            M7.0 177 0.0000257 0.0146268
67 ( 139.95 , 35.65 )            M6.5 177 0.0000178 0.0146443
68 関東02（M7.1）                M7.1 176 0.0001781 0.0148198
69 ( 139.65 , 35.45 )            M6.0 171 0.0000707 0.0148895
70 ( 140.15 , 35.55 )            M7.0 169 0.0000177 0.0149070
71 ( 139.75 , 35.65 )            M6.0 169 0.0000383 0.0149447
72 ( 139.55 , 35.45 )            M6.5 168 0.0000705 0.0150142
73 ( 139.75 , 35.45 )            M5.5 167 0.0000094 0.0150234
74 ( 139.95 , 35.25 )            M7.0 167 0.0000093 0.0150326
75 関東05（M7.1）                M7.1 166 0.0000093 0.0150418
76 ( 139.65 , 35.35 )            M6.5 165 0.0000177 0.0150592
77 ( 140.15 , 35.45 )            M7.0 164 0.0000178 0.0150767
78 ( 140.05 , 35.75 )            M7.0 161 0.0000093 0.0150859
79 ( 139.45 , 35.35 )            M7.0 161 0.0000705 0.0151554
80 関東13（M7.1）                M7.1 159 0.0000825 0.0152366
81 衣笠・北武断層帯              M7.0 159 0.0000000 0.0152366
82 ( 139.75 , 35.85 )            M7.0 155 0.0000257 0.0152618
83 ( 139.85 , 35.65 )            M6.0 155 0.0027205 0.0179408
84 ( 140.15 , 35.65 )            M7.0 154 0.0000093 0.0179500
85 ( 139.55 , 35.25 )            M7.0 153 0.0000382 0.0179875
86 ( 139.85 , 35.85 )            M7.0 152 0.0000383 0.0180251
87 ( 139.95 , 35.55 )            M6.0 151 0.0000256 0.0180503
88 ( 139.65 , 35.85 )            M7.0 147 0.0000094 0.0180595
89 ( 139.55 , 35.65 )            M6.5 146 0.0000093 0.0180686
90 ( 139.95 , 35.35 )            M6.5 146 0.0027205 0.0207400
91 ( 140.05 , 35.55 )            M6.5 146 0.0001781 0.0209144
92 ( 139.35 , 35.55 )            M7.0 143 0.0000178 0.0209317
93 ( 139.75 , 35.75 )            M6.5 143 0.0027205 0.0235953
94 ( 139.45 , 35.75 )            M7.0 143 0.0000178 0.0236127
95 ( 139.85 , 35.45 )            M5.5 143 0.0000094 0.0236218
96 ( 140.15 , 35.35 )            M7.0 142 0.0000256 0.0236468
97 ( 140.05 , 35.25 )            M7.0 141 0.0000093 0.0236559
98 ( 139.35 , 35.45 )            M7.0 140 0.0000383 0.0236933
99 ( 139.95 , 35.85 )            M7.0 139 0.0027205 0.0263493
100 ( 139.85 , 35.75 )            M6.5 138 0.0000825 0.0264297  
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技術資料－２ 耐力中央値の評価方法 

 耐力中央値の評価方法には種々のものがあるが，ここでは地震リスク評価での実用性を考え，応答スペクトル法による

方法を解説する． 

 地震動が大きくなると，建物は弾性限界を超え塑性変形へと移行するが，応答スペクトル法は，基本的には弾性変形が

前提であり，塑性変形する部材や建物の応答を直接評価することはできない．そこで，塑性変形を伴う応答を等価な弾性

応答に置き換える作業が必要となる．具体的には耐力スペクトル法，限界状態設計，さらに細かい手法ではエネルギー一

定則，等価剛性等がある．ここでは一例として耐力スペクトル法を概説する．図技-2-1 に耐力スペクトル法のフロー図

を示す．まず，固有値解析ならびに各階の被害形態（軽微，中破，大破，倒壊等）の限界耐力を設定する．荷重増分解析

を行い，これを等価な 1 質点系に置き換え，各被害形態と 1 質点系の Q－δ を対応させる．1 質点系をバイリニア，トリ

リニア等適宜モデル化を行い，等価線形応答の固有周期，ならびに粘性減衰（履歴減衰）を求める．さらに，これを耐力

スペクトルに変換する．この時点で，各階の被害形態の発生限界を耐力スペクトル上に落とし込むことができ，これらに

対応する固有周期，粘性減衰を得ることができる．次に図技-2-2 に示すように予め設定した加速度応答スペクトルを減

衰補正し，デマンドスペクトルを求める．耐力スペクトルとデマンドスペクトルにより，各被害形態に対応する工学的基

盤面での耐力中央値を求める． 
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加速度応答スペクトル

地盤増幅スペクトル比

加速度応答スペクトル
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デマンドスペクトル

固有値解析

荷重増分解析と限界耐力

1質点系のQ－δ

等価線形応答
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キャパシティスペクトルと
等価剛性固有周期

工学的基盤面での
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地震動 建物モデル
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図技-2-1 耐力スペクトル法のフロー 
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図技 2-2 耐力スペクトルとデマンドスペクトル 
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技術資料－３ 財務影響分析と金融対策 

（１）財務影響分析 

 財務影響分析は，発災後，運営資金の枯渇，債務の不履行等が危惧される場合，地震時の期末に現金あるいは現金同等

物がどれほど不足するのか，どの程度の資金調達を考えておかなければならないのか，等を把握するための方法である．

この財務影響分析とストレステストを併用する．ストレステストは，経済，原子力，機械や電気，生物等，広い分野で活

用されており，端的にいうと，検体に不利な状況（ストレス）を課していき，どこまで課したら基準値を超えるか，ある

いは健全な状態を逸脱するかを見極める方法である．つまり，財務諸表にストレスを加えていき，どこまでかけたら債務

を履行できなくなるか等を見極める．ここでいうストレスは，地震による財物損失額，逸失利益などの地震リスクを指す． 

 

（２）財務から見た地震リスク 

 財務諸表は，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書の 3 つから構成されている．キャッシュフロー計算書

は上場企業を対象に 2000 年から組み入れられたものである．また，2006 年より株主資本等変動計算書が加わり，近年で

はこれを加え財務 4 表と呼ばれるようになっている．財務分析では，現金あるいは現金同等物が不足し，運営資金の枯渇

や債務不履行等が発生するかといったことを把握するために行う．したがって，財務状況を把握するための各種業績指標

の中で，特に流動比率，当座比率，自己資本比率，あるいは現金または現金同等物等を見ることになる．このため，純資

産の各項目の変動や連続性を細かく把握するための株主資本等変動計算書は必ずしも重要ではない．そこで，財務影響分

析では，地震が発生した期末の貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書を推計し，業務指標を計算することに

なる． 

 一方，地震リスクは，財物損失額と逸失利益に分けられ，財物損失額は建屋や設備等の有形固定資産と仕掛品や在庫等

の流動資産，特に棚卸資産の損失からなり，それぞれ扱い方が異なる．まず，有形固定資産については，施設の再調達価

格（再建するために必要な費用，時価と同じ）と簿価上の価格とは一致しない．これは，貸借対照表の資産価値は減価償

却によって当初の資産価値より目減りしていること，物価の上昇や下落によって建設当初の再調達価格が変化しているこ

と，この 2 点が原因となっている．地震リスク評価で求められた財物損失額は，再調達ベースの損失額に加え，貸借対照

表から差し引く除去損（簿価上での逸失損失額）も計算しなければならない．つまり，有形固定資産の財物損失額は，再

調達ベースと簿価ベースの 2 つが必要になる．また，仕掛品や在庫品等の流動資産は，少なくとも 1 年以内に換金できる

資産のため，再調達ベースの損失額だけ計算すればよい． 

 また，損傷した施設を再建するまでに要する期間中は事業活動ができない．逸失利益は，この期間中に稼ぐことができ

た利益に相当する．基本的には，事業中断日数に一日当りの売上高等を乗じて求めるが，事業停止期間が長期に及ぶ場合

には，何らかの付加的な損失を考慮する必要がある．逸失利益の留意点として，事業活動が行えない期間は売り上げの減

少と共に，原材料費や光熱費，外注費等も減ることになる．つまり製造原価は下がることになる．但し，従業員の給料は

支払わなくてはならず，また，事業を継続していなくても支払わなくてはならない経費はある．このため費用の仕分けに

は留意が必要である．一般的には，粗利益や売上総利益が近いといえる． 

 

（３）財務影響分析の手順 

図技 3-1に地震リスク評価の結果を踏まえた財務影響分析の手順を示す．図技 3-1より，まず①ベースとなる地震リス

クを考慮する前の財務諸表（損益計算書，貸借対照表及びキャッシュフロー計算書）を今後の事業計画などを踏まえて推

計する．そして，設定した評価期間中に地震が発生したと仮定し，②財物損失のうちの除去損を計上する．除去損を計上

する逸失資産については，損壊した有形固定資産は簿価上の価値を，損壊した仕掛品や在庫品は逸失棚卸資産としての再

調達価値をそれぞれ計上する．一方，損益計算書では資産の除去損として特別損失を計上する．ここで，法人税が減るこ

とに注意を要する． 
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ベースとなる地震リスクを考慮
する前の財務諸表の推計

除去損（逸失資産）を考慮

逸失利益を考慮

再建費を考慮

①

②

③

④

簿価ベースの逸失資産額

事業停止に伴う逸失利益

逸失資産の再調達価格

地震リスク評価結果

資金提供を考慮⑤ 地震保険の保険金等
 

図技-3-1 財務影響分析の手順 

 

③逸失利益を考慮する．逸失利益は企業活動ができない期間の売上減を当初の売上からマイナス計上し，さらに営業で

きない期間の外注費などもマイナス計上する．逸失利益の影響は損益計算書とキャッシュフロー計算書の営業活動キャッ

シュフローを悪化させ，その結果は貸借対照表にも影響する． 

④再建費を計上する．再建費は壊れて使えなくなった施設を元に戻す復旧費用であり，新たな設備投資と解釈できる．

建物や設備機器などの有形固定資産が主な対象になる．このとき，貸借対照表の流動資産が固定資産に移動し，損益計算

書には変化はない．ここで問題が生じるのは流動資産の中の現金と現預金に，再建に必要な費用がない場合である．この

場合には外部から調達しなければならず，地震保険や代替の金融対策，借入などの対策が必要になる． 

 通常の財務影響分析はここまでであるが，地震保険などの金融対策を行った場合には，発災時には特別利益として保険

金などが入る．そこで資金提供の効果を業績指標の改善効果として確認する必要がある．⑤は資金提供を受けた場合の財

務諸表への影響を分析する項目である． 

 

（４）財務影響分析の具体例 

 表技-3-1 の地震リスクを想定して，製造業を対象とした財務影響分析の例を示す．表技-3-2～表技-3-5 に，図技 3-1

の①～④の手順に従った財務諸表を示すが，簡単のため，財務諸表は損益計算書と貸借対照表の 2 つとし，また，変化の

少ない収支項目や後述する業務指標に影響の少ない収支項目は省いている．表技-3-2 はベースとなる財務諸表，表技-3-

3 は除去損（逸失資産）を考慮，表技-3-4 は逸失利益を考慮，表技-3-5 は再建費を考慮したものである．まず，表技-3-

2 のベースとなる財務諸表を見ると，自己資本比率は 0.37，流動比率は 1.54，財務状況は比較的よい状況といえる．この

期にシナリオ地震が発生したと仮定する．事業停止による逸失利益は，売上減，製造原価のうち，材料費などの買入れ減，

ならびに外注費減を用意している． 

 まず始めに除去損を計上し，これが表技 3-3 になる．表技-3-2 と比較して変化した項目を灰色で示す．表技-3-1 のリ

スク情報のうち，有形固定資産の簿価ベース 50 と棚卸資産の再調達ベース 20 の損害を除去損として差し引く．除去損の

合計 70は特別損失に計上する．なお，法人税は，税引前当期純利益の 40％としている． 

 次に，逸失利益を計上し，これが表技-3-4 になる．表技-3-3 と比較して変化した項目を灰色で示す．売上，材料費等，

外注費が減っているが，損益計算書では，材料費と外注費が減ると，営業利益は増えることになり，結果として営業利益

の損失は 20となる． 

 最後に表技-3-5 で再建費を計上する．表技-3-4 と比較して変化した項目を灰色で示す．再建費は，貸借対照表の中で，

流動資産が固定資産に移動するだけで，損益計算書に変化はない．但し，現金・現預金に再建に必要な費用があることが

前提である．表技-3-5の評価が，地震による損害額をすべて考慮した最終的な財務諸表になる． 

 この分析から，約 1 か月間生産は停止しているが，当期純利益はマイナスにはなっていない．一方で，690 あった流動

資産は 480 まで減少している．この減少はどこで起きるのか，表技-3-2 から表技-3-5 に至る際の業績指標の変化を見る

と明らかとなる． 
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表技-3-1 財務影響分析用の地震リスク情報 

財物損失額
施設 分類 再調達ベース 簿価ベース
建屋 有形固定資産 100 20

製造設備 有形固定資産 110 30
仕掛品，製品等 棚卸資産 20 -

逸失利益
事業停止期間 分類 増減分

売上 160
材料費等 120
外注費 20

30日

 

 

表技-3-2 ベースとなる財務諸表 

損益計算書（P/L） 貸借対照表（B/S）
売上高 1,800 流動資産 694 流動負債 450
売上原価 現金・現預金 634 支払手形・買掛金 100

材料費等 1,300 買取手形・売掛金 20 短期借入金 300
人件費等 60 棚卸資産 - 未払い費用 50

売上総利益（粗利） 440 その他 40 その他 -
販売費および一般管理費 有価証券・その他 -

役員報酬 5 有形固定資産 420 固定負債 250
外注費 200 土地 40 社債 -

減価償却費 20 建物 180 長期借入金 250
その他 70 設備機器 200 その他 -

営業利益 145 無形固定資産・投資等 - 純資産 414
営業外収入 5 投資有価証券 - 資本金 50
営業外支出 10 子会社株式・出資 - 資本剰余金 80
経常利益 140 その他 - 利益剰余金 284
特別利益 - 利益準備金 200
特別損失 - 繰越利益剰余金 84
税引前当期純利益 140 資産合計 1,114 負債・純資産総額 1,114

法人税等 56
当期純利益 84 自己資本比率 0.37

流動比率 1.54  

 

表技-3-3 除去損を考慮した財務諸表 

損益計算書（P/L） 貸借対照表（B/S）
売上高 1,800 流動資産 702 流動負債 450
売上原価 現金・現預金 662 支払手形・買掛金 100

材料費等 1,300 買取手形・売掛金 20 短期借入金 300
人件費等 60 棚卸資産 - 未払い費用 50

売上総利益（粗利） 440 その他 20 その他 -
販売費および一般管理費 有価証券・その他 -

役員報酬 5 有形固定資産 370 固定負債 250
外注費 200 土地 40 社債 -

減価償却費 20 建物 160 長期借入金 250
その他 70 設備機器 170 その他 -

営業利益 145 無形固定資産・投資等 - 純資産 372
営業外収入 5 投資有価証券 - 資本金 50
営業外支出 10 子会社株式・出資 - 資本剰余金 80
経常利益 140 その他 - 利益剰余金 242
特別利益 - 利益準備金 200
特別損失 70 繰越利益剰余金 42
税引前当期純利益 70 資産合計 1,072 負債・純資産総額 1,072

法人税等 28
当期純利益 42 自己資本比率 0.35

流動比率 1.56  



国総研資料 No.863 

-63- 

 

表技-3-4 逸失利益を考慮した財務諸表 

損益計算書（P/L） 貸借対照表（B/S）
売上高 1,640 流動資産 690 流動負債 450
売上原価 現金・現預金 650 支払手形・買掛金 100

材料費等 1,180 買取手形・売掛金 20 短期借入金 300
人件費等 60 棚卸資産 - 未払い費用 50

売上総利益（粗利） 400 その他 20 その他 -
販売費および一般管理費 有価証券・その他 -

役員報酬 5 有形固定資産 370 固定負債 250
外注費 180 土地 40 社債 -

減価償却費 20 建物 160 長期借入金 250
その他 70 設備機器 170 その他 -

営業利益 125 無形固定資産・投資等 - 純資産 360
営業外収入 5 投資有価証券 - 資本金 50
営業外支出 10 子会社株式・出資 - 資本剰余金 80
経常利益 120 その他 - 利益剰余金 230
特別利益 - 利益準備金 200
特別損失 70 繰越利益剰余金 30
税引前当期純利益 50 資産合計 1,060 負債・純資産総額 1,060

法人税等 20
当期純利益 30 自己資本比率 0.34

流動比率 1.53  

 

表技-3-5 再建費を考慮した財務諸表 

損益計算書（P/L） 貸借対照表（B/S）
売上高 1,640 流動資産 480 流動負債 450
売上原価 現金・現預金 440 支払手形・買掛金 100

材料費等 1,180 買取手形・売掛金 20 短期借入金 300
人件費等 60 棚卸資産 - 未払い費用 50

売上総利益（粗利） 400 その他 20 その他 -
販売費および一般管理費 有価証券・その他 -

役員報酬 5 有形固定資産 580 固定負債 250
外注費 180 土地 40 社債 -

減価償却費 20 建物 260 長期借入金 250
その他 70 設備機器 280 その他 -

営業利益 125 無形固定資産・投資等 - 純資産 360
営業外収入 5 投資有価証券 - 資本金 50
営業外支出 10 子会社株式・出資 - 資本剰余金 80
経常利益 120 その他 - 利益剰余金 230
特別利益 - 利益準備金 200
特別損失 70 繰越利益剰余金 30
税引前当期純利益 50 資産合計 1,060 負債・純資産総額 1,060

法人税等 20
当期純利益 30 自己資本比率 0.34

流動比率 1.07  

 

 

（５）業務指標を悪化させる要因 

 製造業を対象とした財務影響分析の具体例（表技-3-2～表技-3-5）を示したが，この財務部影響分析の過程で業績指標

がどのように変化するのかをみてみる．業績指標は流動比率と自己資本比率に着目する．地震が起きなければ，この企業

の自己資本比率は 0.37，流動比率は 1.54 で，財務的には比較的よい状況にある．ところが，地震発生によって，これら

の指標は図技-3-2 のように変わっていく．まず自己資本比率は，特に大きな変化は見られない．この理由は，外部資金

の調達を必要とせず，内部資金でほぼ賄えたことが大きな理由である．一方，流動比率は 1.07 まで低下している．ここ

で，流動比率の過程を見ると，逸失利益までは特に変化はないものの，再建費によって大きく低下していることが分かる．

これは，地震災害を含めた自然災害に共通していることだが，建屋や製造設備等の損壊によって失った経営資源を，新た

な設備投資として復活させなくてはならないからである．製造業にとっては，新たな設備投資はかなりの重荷になる．こ

のことから，事業停止が長期化することも問題だが，再建費の捻出にも十分配慮しなければならない．事業停止の長期化

と再建の重圧，双方を軽減するためには，被害を水際で止めることができる事前のハード対策が非常に重要になる． 
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図技-3-2 自己資本比率と流動比率の推移 

 

（６）金融対策 

 金融対策は地震リスクを他社に転嫁することで，財務上の損失を補てんする対策である．その代表格として，地震保険

（Earthquake Insurance）がある．その他にもキャプティブ保険（Captive Insurance），保険デリバティブ（ Insurance 

Derivative），キャット・ボンド（Catastrophe Bond），コミットメント・ライン（Commitment Line），コンティンジェン

ト・デッド（Contingent Debt）等がある（表技-3-6）． 

 地震保険以外は代替的金融対策と呼ばれる．金融対策による資金を事業主体側から捉えると，負債に参入されるものと

資本（純資産）に入れるものとで二分できる．コミットメント・ライン，コンティンジェント・デットは負債に，その他

は基本的に資本に入る． 

 自己資本比率が低い状況では，負債が増加する金融対策は避ける必要があるが，自己資本比率が高い（負債比率が低

い）場合には，借入策もとれることになり，選択肢は広がる．一方，地震保険の保険金は被災後の調査によって査定され

るが，保険金でカバーされる範囲は再建費のみで，逸失利益は対象外である．これに対して地震発生後速やかに（被災調

査なしで）資金調達でき，その使途に制限がないのが，保険デリバティブ，キャット・ボンド，コンティンジェント・デ

ット等である． 

 

表技-3-6 金融対策の概要 1) 

名称* 概要 

○ コミットメント・ライン 
予め定めた期間及び融資枠の範囲内で金融機関が融資を実

施．但し，天災等は面積となる． 

○ コンティンジェント・デット 
特定のリスクに対する融資枠契約．SPC が融資を実施．コミ

ットメント・ラインの脆弱性を克服するもの． 

□ 地震保険 
地震等による損害を補償する地震災害専用の保険．カバー範

囲は再建費のみ． 

□ キャプティブ保険 

キャプティブとは，親会社のリスクを専門的に引き受けるた

めに，当該親会社に所有・管理されている保険会社．自家保

険によるリスクの内部化 

□ 保険デリバティブ 

契約締結時に取り決めた条件（一定規模の地震発生等）が満

たされた場合，金融機関から契約締結時に取り決めた金額を

受領 

□ キャット・ボンド 
企業と SPC が契約し，それに基づき債権（キャット・ボン

ド）を発行し，リスク顕在化時に資金の一部又は全部を提供 

*名称左側の「○」印は資金提供を受けた会社の負債となる金融対策，「□」印は資本となる金融対策 
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